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外務省北米局長
防衛省防衛局長等

日米安全保障協議委員会
（SCC）（「２＋２」会合）

日米安全保障高級事務レベル協議
（SSC）

日米合同委員会

名称 内容

日米両政府間の理解の促進に役立ち、安
全保障の分野における協力関係の強化に貢
献するような問題で、安全保障の基盤をなし、
かつ、これに関するものについて協議。

日米相互にとって関心のある安全保障上の
諸問題について意見交換。

日米地位協定の実施に関して、相互間の協
議を必要とするすべての事項に関する日本国
政府と米国政府との間の協議機関。

外務大臣
防衛大臣等

外務省北米局長
防衛施設庁長官等

国務長官
国防長官等
（1990年12月26日以前は駐
日米大使、太平洋軍司令官）

国務次官補
国防次官補等

在日米軍司令部副司令官
在日米大使館公使

構成員または参加者
日本側 米国側

(厳格には定められていないが、近年は）

安全保障に関する日米間の協議の場（2006年12月現在）

第1節

国際社会の平和と安定に向けた取組

１．日米安全保障体制

【総 論】
日米安全保障体制（以下、日米安保体制）
は、戦後、日本及び極東に平和と繁栄をも
たらし、また、アジア太平洋地域における
安定と発展のための基本的な枠組みとして
も有効に機能してきた。同時に、北朝鮮に
よる弾道ミサイル発射（７月）及び核実験
（１０月）が示すとおり、アジア太平洋地域
には、冷戦終結後も地域紛争、大量破壊兵
器やミサイルの拡散など、不安定な要素が
依然存在している。このような状況におい
て、日本及び地域の平和と安全を確保する
ために、同盟国たる米国と日米安保体制を
一層強化していくことは重要な課題であ
る。

日米両政府は、日米安保体制を一層強化
するための協議を続けてきており、それに
基づく在日米軍の再編を進めている。ま
た、米国の対日防衛義務を果たす約束が揺
るぎないものであることは、累次の機会に
確認されている。例えば、北朝鮮による核
実験直後、ブッシュ大統領は米国が日本の
安全保障のためのすべての義務を果たすこ
とを明言した。また、その後まもなく訪日
したライス国務長官は、米国として日米安
保条約を含めた日米安保体制上のすべての
義務に従って、日本の防衛に対する米国の
確固たる決意を安倍総理大臣に対して再確
認するとともに、米国が日本の防衛のため
のすべての義務を果たすための意思と能力
を有することを明言した。
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（１）在日米軍の兵力態勢の再編等
冷戦終結以降、米国をはじめ日本を含む

西側諸国がかつて直面したソ連という脅威
は消滅した一方で、国際テロ、大量破壊兵
器や弾道ミサイルの拡散など、抑止力が効
かず、非対称でより予測が困難な新たな脅
威が顕著化している。米国はこのような新
たな安全保障環境における課題に対処する
ため、軍事技術の進展を活用し、より機動
性の高い態勢を実現することを目標に、米
軍の全世界的な軍事態勢の見直しを行って
おり、日本を含めた同盟国、友好国等と緊
密に協議してきている。
麻生外務大臣が出席した５月の日米安全

保障協議委員会（以下、「２＋２」会合）（図
表「安全保障に関する日米間の協議の場」
参照）（注１）で、日米両国は、現下の安全保障
環境における日米同盟の意義を改めて確認
した上で、２００５年１０月の「２＋２」会合以
降の調整を経て作成された兵力態勢再編の
具体的施策を実施するための計画（「再編
実施のための日米のロードマップ」）に合

意した。この再編案の実施は、同盟関係に
おける協力が新たな段階に入ったことを示
し、地域における日米の同盟関係の能力向
上につながるものである。
今後とも、日米間の安全保障協力の実効
性を向上させるため継続的な取組を進める
とともに、日米安保体制に対する国民の信
頼と支持を固めるという長期的な観点から
も、米軍施設・区域が所在する地元の負担
について可能な限り軽減を図っていくこと
が重要である（図表「在日米軍兵力態勢の
再編」参照）。
また、２００８年夏に予定されている空母キ

ティホークから原子力空母ジョージ・ワシ
ントンへの交替は、地域の不安定要素に対
する米軍による抑止力の維持に寄与するも
のである。日本政府として、地元住民の理
解を得つつ、空母交替を円滑に実現する観
点から、引き続き安全と安心の確保のため
に米側及び地元と緊密に協力してきてい
る。

（注１）２００２年１２月にワシントンで開催された「２＋２」会合で、新たな安全保障環境における日米両国の防衛態勢を見直すことを含め、両国間の安全保障に関す
る協議の強化が決定されて以来、日米両国は緊密な協議を継続している。その一環として、２００５年２月の「２＋２」会合で共通戦略目標を確認した日米両
国は、同年１０月の「２＋２」会合で共通戦略目標を追求する上での日米の役割・任務・能力、及び在日米軍の兵力態勢再編に関する協議の成果をとりまと
めて発表した。

「２＋２」会合後、共同記者会見で握手する麻生外務大臣、額賀福志郎防衛庁長官（右）、ライス米国
国務長官（左から２番目）、ラムズフェルド米国国防長官（左）（５月１日、米国・ワシントン）
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日本のBMD整備構想・運用構想

弾道ミサイル

※在日米軍が能力を補完
（イージス艦「シャイロー」他）
※在日米軍が能力を補完

（イージス艦「シャイロー」他）

※在日米軍が能力を補完
（Xバンド・レーダー）
※在日米軍が能力を補完
（Xバンド・レーダー）

海上自衛隊
海上構成部隊
イージス艦

（既存艦の改修＋ミサイルの取得）

BMD指揮官
航空総隊司令官

航空自衛隊
自動警戒管制システム（改修）

防護地域

航空自衛隊
警戒管制部隊
地上配備型レーダ

FPS-3改（既存レーダの改修）
FPS-5　（新型レーダの取得）

※在日米軍が能力を補完
（嘉手納のPAC-3部隊）
※在日米軍が能力を補完
（嘉手納のPAC-3部隊）

航空自衛隊
高射部隊

パトリオットPAC-3
（既存システムの改修
＋ミサイルの取得）

イージスBMDによる
上層（大気圏外）での要撃

各種センサによる探知・追尾
（地上レーダ・イージス）

イメージ図

パトリオットPAC-3による
下層（大気圏再突入時）での要撃

在日米軍兵力態勢の再編

沖縄の再編案は
相互に関連

2014年完成目標

キャンプ・シュワブ

キャンプ・シュワブ

キャンプ・ハンセン
陸自が使用

空自が使用
嘉手納飛行場

キャンプ瑞慶覧

牧港補給
地区

キャンプ・
コートニー

普天間飛行場 

訓練移転：６自衛隊施設（千歳、三沢、
百里、小松、築城、新田原）で実施

Xバンド・レーダーが
2006年夏に運用可能に

8,000名の海兵隊司令部要員及び
9,000 名の家族は 2014年までに
グアムへ移転

移転整備費の負担
（日）60.9億ドル
／全体102.7億ドル

嘉手納以南の相当規模の土地の返還が可能に

キャンプ桑江（全）、牧港補給地区
（全）、普天間飛行場（全）、那覇港
湾施設（全）、陸軍貯油施設第一桑江
タンク・ファーム（全）、キャンプ瑞
慶覧（部）
2007年３月までに詳細な計画

回転翼機の運用

空中給油機KC-130

緊急時の使用 ローテーションで鹿屋、
グアムへ

海兵隊ヘリCH-53Dがグアムへ

恒常的な空母艦載機着陸訓練施設：
2009年７月またはその後のできるだけ早い時期選定目標

千歳

車力

三
沢
飛
行
場

・空自航空総隊司令部（府中）の移
転（2010年度）

・共同統合運用調整所の設置
・横田空域の一部の管制業務を
2008年９月までに返還

・空域全体の返還に必要な条件を検
討（～2009年度）

・軍民共同使用の具体的条件・態様
の検討を開始。１年以内に検討
を終了

キャンプ座間
相模総合補給廠

・空母艦載機の岩国への
移駐（59機）

・海自電子戦訓練機等の
岩国からの移駐（17機）
2014年までに完了

・在日米陸軍司令部の改編（2008
米会計年度）及び陸自中央即応集
団司令部の移転（2012日会計年
度）

・効率的・効果的使用→一部土地の
返還、共同使用

小松
横田飛行場

百里

厚木飛行場

岩国飛行場築城

新田原

鹿屋
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（２）弾道ミサイル防衛（BMD）
弾道ミサイル防衛（BMD）システムは、

弾道ミサイル攻撃から日本国民の生命・財
産を守るための純粋に防御的でほかに代替
手段のない唯一の手段である。政府は２００３
年１２月にその整備を決定し、以来、政策・
運用・研究開発等のあらゆる面について米
国との協力を図りつつ、その着実な整備に
努めてきている（図表「日本のBMD整備
構想・運用構想」参照）。２００６年には、米
軍によるXバンド・レーダー（長距離型
監視用レーダー）の展開、迎撃能力を有す
る米イージス艦「シャイロー」等の西太平

洋地域への展開及びパトリオット・ミサイ
か で な

ル（PAC―３）の嘉手納配備、並びに、日
米間のBMD共同開発を可能にする交換公
文等の締結等の取組を進めた。特に、北朝
鮮による７月の弾道ミサイル発射及び１０月
の核実験等の動きも踏まえ、引き続き、米
国との緊密な連携の下に、BMD協力に係
る取組を強化・加速化することを通じ、
もって日米安保体制の抑止力及び信頼性の
一層の向上に資することが喫緊の課題と
なっている。

（３）在日米軍の駐留に関する諸問題
日米安保体制の円滑で効果的な運用のた

めには、在日米軍の活動が施設・区域周辺
の住民に与える負担を軽減し、米軍の駐留
に関する住民の理解と支持を得ることが重
要である。特に、在日米軍施設・区域が集
中する沖縄県の県民の負担を軽減すること
が重要であることについては、日米首脳会
談、外相会談など累次の機会に確認されて
いる。
政府は、沖縄に関する特別行動委員会

（SACO）最終報告（注２）の着実な実施に取
そ

り組んできており、この中で１２月には、楚
べ よみたん

辺通信所及び読谷補助飛行場が全面返還さ
れた。さらに、在日米軍の兵力態勢の再編
を通じて、在日米軍の抑止力を維持しつ
つ、地元の負担軽減に取り組むこととして
おり、政府としては、普天間飛行場の早期
移設・返還等により、引き続き沖縄をはじ

めとする地元の負担軽減に努めていく考え
である。その一環として、１０月には、米軍
が進入管制業務を行っている横田空域につ
いて２００８年９月までに返還する空域の範囲
について合意した。
日米地位協定の運用改善についても、国
民の目に見える形で一つひとつ成果を上げ
ていくことが重要であるとの考えから、具
体的な取組を進めてきている。刑事裁判手
続きについては、１９９５年の刑事裁判手続き
に関する日米合同委員会合意により、凶悪
犯罪を犯して拘禁された米軍人等の身柄を
起訴前に日本側に移転する途を開き、最近
では２００６年１月に横須賀で発生した米軍人
による日本人女性殺害事件において、被疑
者の身柄が迅速に日本側に引き渡され
た（注３）。

（注２）米軍施設・区域の集中による沖縄県民の負担を軽減するため、在沖縄米軍施設・区域を整理・統合・縮小し、また、米軍の運用を調整する方策を日米両国
政府がとりまとめた報告。１９９６年１２月２日、日米安全保障協議委員会にて承認。

（注３）日米地位協定の運用改善の例としては、ほかに２００４年８月に沖縄県宜野湾市で発生した米軍ヘリ墜落事故を受け、日米間で協議した結果、２００５年４月、
日米合同委員会で承認された「日本国内における合衆国軍隊の使用する施設・区域外での合衆国軍用航空機事故に関するガイドライン」がある。このガイ
ドラインは、米軍航空機が墜落または目的地以外に着陸を余儀なくされた場合、米軍は日本当局に通報するとともに、現場保全や救助など必要な措置を行う
などとするもの。
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2006年のテロ関連事件の例

４月２４日
エジプト・ダハブにおける連続爆弾テロ事件
　エジプト・シナイ半島南東岸のリゾート地ダハブにおいて、観光客
が集まるレストラン、カフェなど３か所で爆発があり、ヨーロッパ人４
人を含む２３人が死亡、約１００人が負傷した。

６月１５日　
スリランカにおけるバス爆破テロ事件　
　スリランカ・ケビティゴレワにおいて、バスが地雷によって爆破さ
れ、６７人が死亡、８７人が負傷した。

７月１１日
インド・ムンバイにおける列車爆弾テロ事件　
　インド・ムンバイにおいて、通勤列車や鉄道駅８か所で連続して
爆弾が爆発し、１８０人以上が死亡、８００人以上が負傷した。

８月１０日　
英国・航空機爆破計画未遂事件
　手荷物として爆発物を機内に持ち込み、英国発米国行きの航
空機を飛行中に爆破しようとした計画が未然に阻止された。本事
件を受け、ＥＵ加盟国等の各空港発の国際便等において手荷物
の持込み規制が導入された。　

１０月１６日
スリランカ・マータレー県における爆弾テロ事件
　スリランカ・マータレー県ディガンパタナの国道線沿いで自爆攻
撃があり、海軍兵士を乗せたバス１３台が損傷し、９４人が死亡、
１１６人が負傷した。

１２月３０日
スペイン・マドリードにおける空港駐車場自動車爆弾テロ事件
　スペイン・マドリードのバラハス空港駐車場に停めてあった自動
車爆弾が爆発し、２人が死亡、２０数人が負傷した。

１２月３１日
タイ・バンコク他における連続爆弾テロ事件
　大晦日から翌２００７年元旦にかけて、タイ・バンコク都圏及びチ
ェンマイで爆弾事件が発生し、３人が死亡、約４０人が負傷した。

２．テロ・国際組織犯罪対策

【総 論】
２００１年９月１１日の米国同時多発テロ以
降、国際社会はテロ対策を最優先課題の一
つと位置付け、国連やG８など多国間の枠
組み、東南アジア諸国連合（ASEAN）、
アジア太平洋経済協力（APEC）、アジア
欧州会合（ASEM）など地域的な協力、
二国間協力など様々な場において、テロ対
策の強化が合意・確認され、テロとの闘い
に関する政治的意思の強化と実質的協力が
進展している。
国際テロ組織アル・カーイダ及び関連団

体の指導部の能力は減退し、戦闘員は減少
したものの、いまだにその勢力は軽視し得
ない。２００６年も、世界各地で多くのテロ事
件が発生している。８月にはイギリスでの
航空機爆破テロ計画が発覚するなど、日本
人旅行者や在留邦人、日本企業に対して
も、国際テロの脅威は及んでいる。

テロは国家及び国民の安全の確保の問題
のみならず、投資・観光・貿易等に対する
影響を通じ、我々の経済生活にも重大な影
響を与え得る問題である。いかなる理由を
もってしてもテロを正当化することはでき
ず、断じて容認できないとの立場から、日
本は、テロ対策を自らの問題ととらえ、他
国に対する支援や国際的な法的枠組みの強
化をはじめとする多岐にわたる分野で、引
き続き国際社会と協力して積極的にテロ対
策を強化していく考えである。
また、グローバル化や情報通信の高度
化、人の移動の拡大等に伴い、人身取引、
薬物犯罪、サイバー犯罪、資金洗浄等の国
境を越える組織犯罪（国際組織犯罪）が一
層深刻化している。国連、G８、金融活動
作業部会（FATF）（注４）等の国際的な枠組み
において、国際組織犯罪に対処するため国
際社会が一致してとるべき措置等につき協
議・意見交換が行われており、日本もそれ

（注４）１９８９年のG８アルシュ・サミットにおいて、国際的な資金洗浄（マネー・ロンダリング）対策の推進を目的に招集された国際的な枠組みで、日本のほか、経済協
力開発機構（OECD）加盟国を中心に３１か国・地域及び２国際機関が参加。現在では、テロ資金対策についても指導的役割を果たしている。
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らの枠組みの重要なメンバーとして、国際
的な取組に積極的に参画している。特に、
条約等の国際的なルールづくりが重要であ

り、日本は、国際組織犯罪対策に関する条
約の締結に努めるとともに、必要な国内法
整備を進めている。

（１）国際社会のテロ対策の取組の進展
２００６年を通じ、国際社会はこれまでに達
成された成果を基礎に、多国間及び地域的
なレベルでの協力を推進し、国際テロ対策
を一層強化してきた。
ロシア・サンクトペテルブルクでの主要

国首脳会議（G８サミット）開催直前の７
月１１日にインドにおいて列車爆弾テロ事件
が発生したことを受け、G８サミットの場
でムンバイ及びインドの他の地域で発生し
た野蛮なテロ行為に対する声明を発表し、
テロとの闘いに対する国際社会の結束と決
意を示した。また、国連のテロ対策などの
強化、重要エネルギー・インフラ施設に対
するテロなどの対処に関する協力の強化、
官民協力の重要性やテロリストの勧誘など
に対処するための戦略策定などを内容とす
る「テロ対策に関するG８首脳宣言」、及
びテロ対策関連で国連に焦点を当てた初め
てのG８首脳文書である「国連のテロ対策
プログラムの強化に関するG８首脳声明」
を採択した。１１月には、テロ対策のための
官民協力に焦点を当てた初のG８の国際会
議が開催された。
国連では５月、アナン事務総長が総会本

会議において「テロリズムに対抗して団結
する：グローバルなテロ対策戦略に向けた
勧告」を発表した。同勧告を受けた議論を
経て、９月、国連総会本会議において「国
連グローバル・テロ対策戦略に関する総会
決議」が採択された。
そのほか、テロ資金対策分野では

FATFが、テロ対処能力向上支援に関し
てはテロ対策行動グループ（CTAG）（注５）が

活動を展開するなど、様々な分野でテロを
予防・根絶するための多国間協力が進めら
れている。９月には、インドネシア・ジャ
カルタで、国際海事機関（IMO）が中心
となり、マラッカ・シンガポール海峡の安
全問題に焦点を当てた国際会議が開催さ
れ、沿岸国や主要な利用国が参加するな
ど、海上テロ・海賊対策を含む同海峡の安
全確保に関する国際協力が進展した。
地域レベルでは、７月、ASEAN地域
フォーラム（ARF）閣僚会合において、
日本もその採択を支持した「サイバー攻撃
及びテロリストによるサイバー空間の悪用
との闘いにおける協力に関するARF声
明」及び「テロリズム対策に対する人間中
心によるアプローチの促進に関するARF
声明」が採択された。ASEMでは、９月
の首脳会合で採択された議長声明の中で、
テロとの闘いへのコミットメントが再確認
され、包括的アプローチの必要性が強調さ
れた。また、テロ対策分野における情報交
換、具体的な対策、途上国等におけるテロ
対処能力向上のための支援について議論す
るASEMテロ対策会議が２００３年から毎年
開催されており、２００７年の第５回ASEM
テロ対策会議は日本で開催する予定であ
る。１１月のAPEC首脳会議で採択された
ハノイ宣言においては、自由な貿易及び投
資というAPECの中核的な目標達成のた
めのAPECの努力においてテロ対策が有
意義であることが認識され、２００７年にテロ
資金に対処するための協力と能力構築活動
を更に進めることが合意された（注６）。

（注５）２００３年６月のG８エビアン・サミットにおいて採択された「テロと闘うための国際的な政治的意思及び能力の向上G８行動計画」により創設が決定され、そ
の主たる目的は、テロ対策のためのキャパシティ・ビルディング支援に関する要請の分析、需要の優先付け、及び被援助国におけるCTAGメンバーによる調
整会合の開催。２００６年１２月までに計１１回開催されている。

（注６）１１月の閣僚会議では、テロ行為を強く非難し、テロの攻撃が引き続きAPEC地域の安全、安定、成長にとって深刻な問題であることを再確認し、安全な貿易
の確保とテロの危険の根絶のための更なる個別・共同の行動を奨励することを明言した閣僚共同声明が採択された。
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（２）日本のテロ対策の取組
（イ）テロ対策特別措置法（注７）

米国、英国及びフランスをはじめとする
諸外国は、インド洋上におけるテロリスト
の移動や武器弾薬などの関連物資の海上移
動を阻止または抑止することを目的とし
て、「不朽の自由作戦」に基づく海上阻止活
動（OEF-MIO：Operation Enduring Freedom-
Maritime Interdiction Operation）を実施
している。日本は、テロ対策特別措置法に
基づく協力支援活動として、２００１年１２月か
ら、海上阻止活動に従事する米英などの艦
船に対し、海上自衛隊による給油支援など
を実施している。
国際社会が、国際テロを根絶するため、

「テロとの闘い」を続けている中、アル・
カーイダの関与の疑いがあるテロが世界各
地で引き起こされるなど、「テロ攻撃」に
よる脅威は依然として存在している。この
ため、国際社会は「不朽の自由作戦」等に
おいて人類の共通の脅威であるテロへの対
策に一致団結して取り組んでおり、７月の
G８サンクトペテルブルク・サミットや、
９月の安保理首脳会合の結果を踏まえ、日
本としても、日本にふさわしい役割を果た
していくとの観点から、１１月にテロ対策特

別措置法を１年間延長した。

（ロ）テロ対処能力向上支援（キャパシ
ティ・ビルディング）など

国際テロの防止・根絶には、幅広い分野
で国際社会が一致団結し、息の長い取組を
継続することが重要である。
日本は、安保理の下部委員会であるテロ
対策委員会（CTC）の議論に積極的に貢
献するなど、テロ対策に関する効果的な取
組を先導する役割を果たしてきたほか、
CTAGの多国間協力にも参画している。
同時に、テロリストに対する制裁措置を定
める安保理決議を誠実に履行し、外国為替
及び外国貿易法（外為法）に基づいて、ウ
サマ・ビン・ラーディンやオマルをはじめ
とするアル・カーイダ、タリバーン関係者
などに対し、資産凍結措置を実施している。
国際的なテロ対策協力として、途上国な
どに対するテロ対処能力向上支援を重視し
ており、東南アジア地域を重点として、政
府開発援助（ODA）も活用した支援を継
続、強化している。２００２年のAPEC首脳
会議で小泉総理大臣が表明したテロへの対
処に関する日本のテロ対処能力向上支援の

（注７）テロ対策特別措置法は、２００１年９月１１日の米国同時多発テロが国連安保理決議第１３６８号で「国際の平和と安全に対する脅威」と認められたことなどを踏
まえ、日本が国際的なテロの防止・根絶のための国際社会の取組に積極的かつ主体的に寄与することを目的として制定。

OEF-MIO に従事する艦船に洋上補給を行う海上自衛隊補給艦（写真提供：防衛省）



第
３
章

国際社会の平和と安定に向けた取組 第１節

121外交青書 2007

フォローアップとして、具体的には、①出
入国管理、②航空保安、③港湾・海上保
安、④税関協力、⑤輸出管理、⑥法執行協
力、⑦テロ資金対策、⑧CBRN（化学、生
物、放射性物質、核）テロ対策（注８）、⑨テ
ロ防止関連条約（注９）－などの分野で技術協
力や機材供与等の支援を実施している。核
テロ対策については、日本は、核テロリズ
ム防止条約（仮称）及び改正核物資防護条
約の早期締結を検討しているほか、核物質
等テロ行為防止特別基金に特別拠出を行
い、また、アジア諸国の核セキュリティー
強化に関するセミナーを１１月に国際原子力
機関（IAEA）と共催するなど、国際的な
核セキュリティー強化活動を積極的に支援
している。
また、２００６年度、途上国によるテロ・海

賊などの治安対策への支援を一層強化する

ことを目的として、総額７０億円のテロ対策
等治安無償の枠組みを新設し、その第１号
案件として、６月にインドネシアに対する
「海賊・海上テロ及び兵器拡散の防止のた
めの巡視船艇建造計画」の実施への無償資
金協力を決定し、交換公文（E/N）に署名
した。さらに、８月には、カンボジアに対
する「主要国際港湾保安施設及び機材整備
計画」のE/Nに署名した。ASEANとの
間では、２００５年１２月の日・ASEAN首脳会
議での合意を受け、ASEAN全体との間で
テロ対策を正面からとりあげ、協力の方途
について意見交換を行うことを目的とし
て、２００６年６月に東京で初の日・ASEAN
テロ対策対話（注１０）を開催した。また、１０月
には東京で日米豪テロ対策協議を開催した
ほか、１２月にトルコで初の二国間テロ協議
を行った。

（３）国際組織犯罪
日本は、国際的な組織犯罪を防止し、こ

れと闘うための協力を促進する国際的な法
的枠組みである国際組織犯罪防止条約及び
その補足議定書の締結に向けて国内法整備

（注８）２００６年７月には、東京において、「生物テロの事前対処及び危機管理セミナー」を開催。ASEAN各国、中国及びインドより生物テロ対策の担当者等３９名を
対象とし、日本をはじめ、オーストラリア、カナダ、韓国及び世界保健機関（WHO）等の各専門家により、テロの脅威の評価、生物剤の保安管理、生物テロ発生
後の適切な対処を確保するための関係機関の体制整備等につき講義を実施し、関係諸機関を見学するとともに、生物テロ発生時の対処につき机上演習を
実施した。

（注９）１２本のテロ防止関連条約については、http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/terro/kyoryoku‐０４．html 参照。また、日本は１２本すべてのテロ防止関連条
約を締結している。なお、２００５年４月、１９９７年から交渉が続けられてきた放射性物質や核爆発装置などを使用したテロを予防するための核テロリズム防止条
約（仮称）が１３本目として国連において採択され、日本は同年９月に署名した。

（注１０）同対話において、６つの優先協力分野とそれぞれのリード国を特定し、本件対話を毎年開催するとともに、フォローアップのための専門家会合を開催すること
などを内容とする共同議長サマリーを採択し、今後、同対話の枠組みにおいて、日・ASEAN間でのテロ対策協力の強化について対話を継続していくことが合
意された。

日・ASEANテロ対策対話（６月２８日、東京）
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を進めている。
人身取引については、人身取引対策行動

計画（注１１）に基づき、人身取引の防止、撲滅
及び被害者の保護に向けた様々な諸施策を
関係省庁との協力の下、鋭意推進してい
る。また、人身取引被害者送り出し国や目
的国の政府と有効な人身取引対策について
協議を行い、国際社会で協力して人身取引
撲滅への取組を行っている。２月には東京
において「人身取引問題に関する国際シン
ポジウム」を開催し、また５月には関係国
との情報共有のため、インドネシア、タイ
に政府協議調査団を派遣した。さらに９月
には人身取引関係国際機関調整会合が外務
省にて開催された。
公務員に係る贈収賄、公務員による財産

の横領等の腐敗に関する問題は、持続的な
開発や法の支配を危うくする要因となって
いる。６月、この問題に有効に対処するた
めの措置等を規定する国連腐敗防止条約を
締結することにつき国会の承認を得た。
国連の枠組みにおいては、４月、犯罪防

止刑事司法委員会が、犯罪防止・刑事司法
分野における１２本の各種決議案の審議・採
択をし、国際的取組の方向付けを行った。
日本も、「人身取引防止・被害者保護にお
ける国際協力の強化決議案」を提出する等、
積極的に議論に貢献した。
また、不正薬物、犯罪、テロの問題に包

括的に取り組んでいる国連薬物犯罪事務所

（UNODC）に対して、２００６年度にはその
国連薬物統制計画基金に約２１６万ドルを、
また、犯罪防止刑事司法基金に約７万
３，０００ドルをそれぞれ拠出し、その活動を
支援した。
一方、情報技術の急速な発展・普及に

伴って深刻化したサイバー犯罪に対する国
際協力のためのサイバー犯罪条約について
も２００４年４月、この条約を締結することに
つき国会の承認を得ており、締結に向けて
国内法整備が進められている。
FATFは、資金洗浄（マネー・ロンダ
リング）及びテロ資金供与に関する国際的
な対策と協力の推進を目的として、経済協
力開発機構（OECD）加盟国を中心に構成
される国際的な枠組みである。FATFは
６月及び１０月にナイジェリアとミャンマー
について、非協力的な国・地域としての指
定を解除した。日本は、非協力的な国・地
域に関する取組のためのアジア太平洋地域
の検討グループの議長を務めるなど、
FATFの中心的なメンバーとして貢献し
ている。
国際組織犯罪対策はG８の枠組みでも重

視されており、その対策と協力に向けて、
刑事法制から捜査手法に至るまで、実務的
観点から専門家レベルで討議を重ね、議論
の成果は６月のG８司法内務閣僚会合にお
いて報告された。

（４）薬 物
３月に開催された国連麻薬委員会で、日

本は、国内における薬物対策について説明
するとともに、東アジア地域における薬物
問題に関する情報共有及び連携協力の重要
性につき強調した。
また、２００６年からダブリン・グループ会

合（注１２）の議長を角ウィーン代表部大使が務
めているほか、東南アジア・中国地域のミ
ニ・ダブリン・グループ会合の議長も日本
が務める等、薬物問題の国際的な政策調整
に貢献を行った。

（注１１）２００４年４月に内閣に設置された人身取引に関する関係省庁連絡会議において１２月に策定されたもの。出入国管理強化を含む人身取引の防止、刑法改正
及び取締り強化による人身取引加害者の処罰、シェルターにおける被害者の保護等の被害者保護を中心に、包括的な施策が盛り込まれている。

（注１２）主要先進国で薬物関連援助政策等につき相互理解を深め、政策の調整を図ることを目的として、１９９０年６月、ダブリンにおいて発足した。日本、米国、カナ
ダ、オーストラリア、ノルウェー、EU２５か国及びUNODCが参加し、ブリュッセルで年２回の全体会合を開いている。また、薬物が生産されている国におけるダ
ブリン・グループ参加国の大使館で同様の協議を行うことが提唱され、ミニ・ダブリン・グループ会合と称するアドホック（特別の）会合が、約７０か国の主要な
薬物生産国において開催されている。
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３．地域安全保障
アジア太平洋地域では、政治・経済体制

や文化・民族の多様性等を背景として、欧
州における北大西洋条約機構（NATO）
のような多国間による集団防衛的な安全保
障機構は発達せず、米国を中核とした二国
間の安全保障取極の積み重ねを基軸として
地域の安定が維持されてきた。日本は、自
国を取り巻く安定した安全保障環境を実現
し、アジア太平洋地域の平和と安定を確保
していくためには、この地域における米国
の存在と関与を前提としつつ、二国間及び
多国間の対話の枠組みを重層的に整備し、
強化していくことが現実的で適切な方策で
あると考えている。
二国間の枠組みとして、日本は、ロシ

ア、中国、韓国、インド等との間で、安全
保障に関する対話や防衛交流を行い、相互
の信頼関係を高め、安全保障分野における
協力関係を進展させるよう努めている。
また、多国間の枠組みとして、日本はア

ジア太平洋地域の主要国が参加する全域的
な政治・安全保障の枠組みであるASEAN
地域フォーラム（ARF）を活用している。
ARFは、①信頼醸成の促進、②予防外

交の進展、③紛争へのアプローチの充実－
という３段階のアプローチを設定して漸進
的な進展を目指している。これまでの会合

を通じて、参加国自身を当事者とする問題
（朝鮮半島情勢、ミャンマー情勢等）を含
めて、率直に意見交換する慣習が生まれつ
つある。また、参加国が地域の安全保障に
関する自国の情勢認識等を作成して、
ARF議長国がとりまとめる「年次安全保
障概観（ASO：Annual Security Outlook）」
の刊行やテロ対策等の各種会合の開催等の
具体的な取組を通じ、参加国間の信頼関係
の醸成に大きく貢献している。第２段階で
ある予防外交の進展についても具体的な取
組に向けて議論されており、ARFはアジ
ア太平洋地域における政治・安全保障に関
する唯一の政府間対話と協力の場として、
緩やかではあるが着実に進展している。
７月に行われた第１３回閣僚会合では、２６

番目のメンバーとしてバングラデシュが新
たに参加し、議長声明において、北朝鮮が
ミサイル発射を行ったことに懸念を表明す
るとともに、関係するすべての当事者に対
し前提条件なく六者会合を再開するよう求
めた。また、テロ対策、海上安全保障、大
量破壊兵器の拡散問題及び地域の防災・災
害対策の分野に協力して取り組むことの重
要性が確認され、災害対策協力、サイバー
攻撃等対策協力及びテロ対策等に関する声
明が採択された。

ARF 閣僚会合（７月２８日、マレーシア・クアラルンプール）
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1．目的・特色
●1994 年から開始されたアジア太平洋地域における政治・安全保障分野を対象とする全域的な対話のフォーラム。
ASEANを中核としている。
●政治・安全保障問題に関する対話と協力を通じ、地域の安全保障環境を向上させることを目的とする。外交当局と国防・
軍事当局の双方の代表が出席。
●毎年夏に開催される閣僚会合（外相会合）を中心とする一連の会議の連続体。
●コンセンサスを原則とし、自由な意見交換を重視する。
●①信頼醸成の促進、②予防外交の進展、③紛争へのアプローチの充実－という３段階のアプローチを設定して漸進的な進展
を目指している。

3．現在までの経緯
●1991 年７月、ASEAN拡大外相会議（ASEAN・PMC）
中山太郎外務大臣より、PMCの場を活用して政治対話を開始すること及び右対話を効果的なものとするための高級事務
レベル会合を設置することを提案（いわゆる「中山提案」）。　

●1993 年７月、ASEAN・PMC
　1994 年から開始されるARFに中国、ロシア等５か国を参加させることに合意。
●1994 年７月、第１回ARF閣僚会合（於：タイ）
　ARFメンバーである 18か国・機関の外相等が出席し、アジア太平洋地域の安全保障情勢等につき意見交換。
●1995 年８月、第２回ARF閣僚会合（於：ブルネイ）
ARF の中期的アプローチとして、①信頼醸成の促進、②予防外交の進展、③紛争へのアプローチの充実－という３段階に
沿って漸進的に進めること、当面は信頼醸成措置を重視することに合意。
●2001 年７月、第８回ARF閣僚会合（於：ベトナム）
　予防外交について、予防外交の概念と原則、ARF議長の役割の強化、専門家・賢人登録制度に関する３つのペーパーを採択。
●2002 年７月、第９回ARF閣僚会合（於：ブルネイ）
　・テロ対策に継続して取り組むことが確認されるとともに、テロ対策に関する会期間会合の設置を承認。
　・国防・軍事関係者の関与の強化や、ASEAN事務局を通じてARF議長の支援の強化を含む９つの提言を採択。
　・閣僚会合に先立って、ARF国防・軍事当局者会合を初めて開催。
●2004 年７月、第 11回 ARF閣僚会合（於：インドネシア）
ハイレベルの軍及び政府関係者による「ARF 安全保障政策会議（ASPC）」の開催を決定（第１回会議は、2004 年 11
月に中国で開催、第２回会議は、2005 年５月にラオスで開催）。

●2006 年 7月、第 13回 ARF閣僚会合（於：マレーシア）
北朝鮮が、2006 年 7月 5日にミサイルの発射実験を行ったことに懸念を表明するとともに、関係するすべての当事者に
対し、前提条件なく六者会合を再開するよう求めた。

・各種セミナー・ワークショップの開催
・安保対話、防衛交流の推進
・国連軍備登録制度への参加働きかけ
・国防政策ペーパーの自主的提出　等

第５回閣僚会合（1998年７月）：
信頼醸成と予防外交の重複部分
（ARF 議長の役割の強化、専門
家・賢人の登録の充実等）につ
き検討を開始することを合意。

第８回閣僚会合（2001年７月）：
予防外交の概念と原則、ARF 議
長の役割の強化、専門家・賢人
登録制度に関する３つのペー
パーを採択。

ARFの3段階アプローチ ③紛争へのアプローチの充実

①信頼醸成の促進
第12回閣僚会合（2005年７月）：
現在の「信頼醸成措置に関する
会期間会合」に代え、「信頼醸成
措置及び予防外交に関する会期
間会合」を設置。

2．参加国・機関
　ASEAN10 か国（ブルネイ、インドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン、シンガポール、ベトナム、ラオス、ミャン
マー、カンボジア）、日本、米国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、韓国、北朝鮮、中国、ロシア、パプア
ニューギニア、インド、モンゴル、パキスタン、東ティモール、バングラデシュの 25か国及び EU（EU加盟国が個々に
は参加せず、EU議長国、欧州委員会等がEU代表として諸活動に参加）。

ASEAN地域フォーラム（ARF）

②予防外交の進展
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ARFは「信頼醸成」から「予防外交」
の段階に前進しているが、各国からARF
が予防外交に本格的に取り組むためには
ARFの機能強化が重要であることが指摘
されている。日本は、ARF議長の役割強

化のための仕組み（「議長フレンズ」制度：
特定の案件につき、議長国をほかの特定国
が補佐する仕組み）を設置すべきであるこ
と等を提案している。

４．国 連

【総 論】
国際連合（国連）は、唯一の普遍的かつ

包括的な国際機関であり、総会や安全保障
理事会（安保理）をはじめとする諸機関の
活動を通じ、平和と安全の維持を図るとと
もに、諸国間の友好関係を発展させ、経済
的、社会的、文化的、人道的性質の問題や
人権に関する国際協力を達成することを目
的としている。今日の国際社会は、グロー
バル化の急速な進展による構造的変化、テ
ロ、大量破壊兵器の拡散、貧困、感染症
等、個別の国家・地域のみでは対応困難な
多くの課題に直面しており、国連の役割は
以前にも増して重要となっている。日本
は、国際協調を外交の主要な柱の一つに位
置付け、国連を通じた積極的な外交を展開
するとともに、人的・財政的貢献を行って
いる。
２００６年は日本にとって国連加盟５０周年と

いう節目の年であった。５月にはアナン事
務総長が来日し、政府首脳をはじめとする
各関係者との意見交換のほか東京大学での
講演を行った。また、１２月には国連加盟５０
周年を記念する式典が行われ、そのほかに
も数々の記念行事が開催された（コラム「日
本の国際連合加盟５０周年」参照）。
日本は、２００５年１月から２年間、ブラジ

ルと並んで加盟国中最多となる９回目の安
保理非常任理事国の任期を務め、北朝鮮、
アフガニスタン、東ティモール、イランの
核問題、レバノン等国際の平和及び安全の
維持にかかわる議論に力を発揮してきた。
特に、北朝鮮については、７月の弾道ミサ
イル発射、１０月の核実験実施発表を受け、
２度の安保理決議の採択に向けた議論を全
面的に主導した。また、安保理議長国を務
めた１０月には、他の理事国とともに韓国の
パン ギ ムン

潘基文外交通商部長官を次期事務総長に任
命する総会への勧告を行い、これにより３５

アナン国連事務総長との会談に臨む麻生外務大臣（５月１７日、東京）
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年ぶりにアジアから事務総長が選出される
こととなった。これらの貢献は、日本が国
際の平和と安全の維持のため、安保理にお

いてより大きな役割を果たすにふさわしい
存在であることを示すものであった。

（１）安保理改革
冷戦の終結後も世界の様々な地域で紛争

が勃発し、国連、とりわけ世界の平和と安
全の維持という重責を担う安保理の役割は
ますます拡大している。その一方で、安保
理の構成は国連創設以来根本的には変化し
ていないため、国際社会の変遷に追いつい
ておらず、安保理改革の実現は、今や国際
社会の緊急課題である。日本は、従来世界
の平和と繁栄について役割を果たしてきて
いるところからも、その経験と知見を最大
限に発揮し、２１世紀の安保理常任理事国と
して一層の責任を果たしたいと考えてい
る。日本の常任理事国入りは、日本にとっ
て、①日本の安全保障に直結する問題への
関与と国益の実現、②国際社会への貢献に
見合う地位の確保、③国際の平和への更な
る貢献－等の点で大きな意味を持つ。ま
た、国際社会にとっても、①軍縮不拡散等

の分野での日本の貢献と指導力の発揮、②
第２位の経済大国の貢献の確保及び強化、
③アジアの代表性向上を通じた安保理の信
頼性向上－といった点で有意義である。
２００５年、日本はドイツ、ブラジル、イン
ドと結成したG４を通じて安保理改革の実
現に向けた運動を展開し、具体的な安保理
改革案を国連総会に上程したが、最終的に
加盟国の３分の２の支持（１２８か国）を得
る見通しが立つまでには至らなかった（注１３）。
２００６年の安保理改革の動きは、G４のう
ち日本を除く３か国による、前年と同内容
の決議案の提出をもって幕を開けた。これ
は、前年１２月のアフリカの一部諸国による
決議案再提出（注１４）を受けた戦術的な動きで
あったが、日本は、主要国の態度に変化が
ない中で採択の見通しがない同決議案を共
同提案することは見送り、G４間の連携を

（注１３）国連の歴史上初めて提出された安保理の改革に関する本決議案は、３２の共同提案国と多数の支持国を得るも、拒否権獲得等にこだわるアフリカとの立場
の相違もあり、最終的に会期末に廃案となったが、安保理改革の機運をかつてないほどに高めた。

（注１４）G４決議案提出を受け、第５９回国連総会会期中においては、アフリカ連合（AU）、コンセンサス・グループ（UFC：非常任理事国のみの拡大を主張。イタリ
ア、パキスタン、メキシコ、アルゼンチン、韓国等で構成）も、それぞれ独自の決議案を提出するに至った。これらは第５９回会期の終了とともにいずれも廃案に
なったが、第６０回会期中の２００５年１２月に、アフリカの一部諸国が「AU決議案」を再提出した。

この画像は、著作権等の関係で表示出来ません。
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非常任理事国選出回数の上位国（2007年３月現在）

順位
1
1
3
4
4
4
4
4
9
9

回数
9
9
8
6
6
6
6
6
5
5

国　　名
日本
ブラジル
アルゼンチン
インド
カナダ
コロンビア
パキスタン
イタリア
ポーランド
オランダ

順位
9
9
13
13
13
13
13
13
13
13
13

回数
5
5
4
4
4
4
4
4
4
4
4

国　　名
パナマ
ベルギー
ユーゴスラビア
エジプト
オーストリア
ベネズエラ
ノルウェー
スペイン
ドイツ
チリ
ペルー

（注）2006年における安保理は、常任理事国（米国、英国、フランス、ロシア、中国）のほか、
アルゼンチン、ギリシャ、タンザニア、デンマーク、日本、ガーナ、カタール、コンゴ（共）、ス
ロバキア、ペルーにより構成。2007年１月１日以降は、アルゼンチン、ギリシャ、タンザニ
ア、デンマーク、日本に代わり、新たに、イタリア、インドネシア、パナマ、ベルギー、南アフ
リカの５か国が非常任理事国となった（残る５か国は引き続き非常任理事国）。

維持しつつ、より多くの支持を得られる案
を検討するために米国をはじめ他国との協
議プロセスに入った。米国は、従来日本の
常任理事国入りを力強く支持しており、６
月の小泉総理大臣訪米の際の共同文書で
は、その実現に向けた両国の連携がうたわ
れた。また、中国との間では、２００５年１２月
に続いて７月に担当局長間の対話が実施さ

おん か ほう

れ、また１０月の安倍総理大臣と温家宝総理
との間の首脳会談後の「共同プレス宣言」
において、「安保理改革を含む必要かつ合
理的な改革を行うことに賛成し、これにつ
き対話を強化する」ことが表明された。
この間、安保理の議席拡大に加え、安保

理の作業方法の改善（注１５）の必要性について
の加盟国の認識も高まり、３月、スイス等
の中小国５か国が常任理事国の拒否権行使
の制限等を求める内容を含む決議案を国連
総会に提出した。この決議案は採決に付さ
れずに終わったものの、加盟国にはおおむ
ね好意的に受けとめられた。日本は、この
ような動きと並行して、安保理非常任理事
国としての地位をいかし、安保理内で実際
に作業方法の改善を検討する作業部会の議
長を務め、議論の成果を安保理議長ノート
として発出した。
２００５年９月の国連首脳会合で決定された
国連の機構改革のうち、人権理事会及び平
和構築委員会が６月に活動を開始したこと
により、加盟国は、残る最大の未解決の課
題が安保理改革であるとの認識を新たにし
た。７月に開催された安保理改革に関する
国連総会審議では、各国が相次いで安保理
議席拡大の必要性について言及し、安保理
の現状維持はオプションたり得ないこと、
引き続き安保理改革の実現に向けた加盟国
の取組が必要であることが確認された。ま
た、９月の第６１回総会会期冒頭の一般討論

演説においても、安保理改革の重要性に直
接・間接的に言及した国の数は、発言した
１９１か国のうちおよそ３分の２に上った。
日本からは大島賢三国連大使が、加盟国は
創造的かつ説得的な新たな提案を必要とし
ていると訴えた。さらに、１２月に開催され
た安保理改革に関する国連総会審議でも、
引き続き多くの国から安保理改革の必要
性・緊急性が指摘される中、日本の大島大
使は、具体的な提案を積極的に検討してお
り、しかるべき時に提案したい旨表明し
た。
安保理改革は、いまだ道半ばである。戦
後の国際制度を大きく変革する試みであ
り、各国の国益に直結する事柄であること
から、具体案に対する各国の立場の相違を
埋めることは決して容易ではないが、改革
実現の緊急性はすべての加盟国の一致する
ところである。日本としては、これまでの
機運の高まりも踏まえ、加盟国の幅広い支
持を得て改革努力を現実の成果に早期に結
びつけるべく新たな具体案の検討を行って
おり、今後とも、粘り強く運動を展開して
いく考えである。

（注１５）安保理の加盟国一般に対する説明責任や議論の透明性を強化するため、安保理の手続き・規則を整備・改善すること。
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国連加盟国数と安全保障理事会議席数の推移
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（加盟国数）

1956:
日本の国連加盟（80番目）

国連加盟国数 安保理議席数（非常任議席含む） 安保理常任理事国議席数

1945:
原加盟国（51）

1965:
安全保障理事会
議席数拡大（11→15） 1945-:

安全保障理事会
常任理事国議席数（5）

2006:
モンテネグロ加盟（192番目）　

1945 1948 1951 1954 1957 1960 1963 1966 1969 1972 1975 1978 1981 1984 1987 1990 1993 1996 1999 2002 2005 （年）

国連加盟国と安保理常任・非常任理事国の地域別構成

東欧
グループ

西欧・その他
グループ中南米グループアフリカグループアジアグループ

(注１)トルコは｢アジアグループ｣及び｢西欧・その他グループ｣の両方に所属している(地域グループ別に議席数が考慮される選挙目的では､｢西欧・その他
グループ｣のみに所属)。

(注２)米国は､いずれのグループにも属していない(｢西欧・その他グループ｣の会合にオブザーバーとして参加しており、選挙目的においては同グループのメ
ンバーとみなされている）。

(注３)キリバスはどのグループにも属していない(2007年1月現在)。

安保理の構成
（数字は非常任
理事国数）

２＋中国 23 2+米国、英国、フランス 1+ロシア
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6.301％
中国
2.667％
ロシア
1.2％

主要国の国連分担率
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（２）行財政改革
（イ）国連マネジメント改革
国連は、その活動、財政規模ともに、創

設以来拡大をたどってきたが、近年、加盟
国への事務局の説明責任や効果的マネジメ
ントの在り方の重要性が、改めて認識され
た。マネジメント・事務局改革を課題の一
つとした２００５年９月の「成果文書」を受け、
２００６年前半は、行財政の在り方の見直しを
求める議論が活発に行われたが、見直しの
速度・深度について加盟国間の溝が埋まら
ず、十分な成果は得られていない。
そうした中で、予算・財政に関する政
策・規則等の見直しの分野では、日本の主
導により、国連が緊急の活動に対応できる
よう、事務総長の予算執行上の柔軟性・裁
量が認められることとなった。

（ロ）国連分担率交渉
２００６年は３年ごとに改訂される国連分担
率の交渉年であった（２００７年～２００９年分）。
政府としては、国連分担率が加盟国の経済
実勢に則し、かつ国連における地位及び責
任が適切に考慮されるように、より衡平か
つ公正なものとなるべきとの考えに基づ
き、安保理常任理事国にその特別な地位と

責任にかんがみ最低限の負担を求める提
案、及び経済規模の大きい低所得国に対す
る割引の見直しを求める提案を提出するな
ど、分担率交渉に積極的に参画した。
２００６年の分担率交渉では、各国から１４も
の提案が提出され、各国の主張や利害が交
錯したことから、厳しい交渉となった。日
本を含め各国が提出した見直しのための諸
提案は、いずれも加盟国の広範な合意を得
ることができず、最終的には算定方式を変
更しないことで妥結した。
日本が提案したような算定方式の見直し
は実現しなかったが、日本の分担率は最近
の経済力を反映して１６．６２４％となり、従来
の１９．４６８％に比べ加盟国中最大となる
２．８４４％（ポイント）の引下げが達成され
た。また、主要国との関係においても、こ
れまで日本の負担が英国・フランス・中
国・ロシアの安保理４常任理事国の計を上
回っていたことから過大と認識されていた
が、２００７年以降は同４か国の計を下回るこ
とになった。日本の分担率が大幅に引き下
げられ、日本の負担の適正化及び主要国と
の不均衡改善が図られることになった。
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２００６年、日本は国際連合（国連）加盟から５０周年を迎えた。加盟日に当たる１２月１８日に
は、天皇皇后両陛下の御臨席の下、国連加盟５０周年記念式典が執り行われた。
日本が国連に加盟したのは、戦後復興が始まって間もない１９５６年１２月１８日のことであっ
た。１９５２年のサンフランシスコ平和条約の発効後間もなく、日本は国連に加盟を申請した
が、冷戦下の東西対立の中で当時のソ連が反対し、その実現には更に４年の歳月が必要と
された。１９５６年、日ソ共同宣言により、両国の国交が正常化されたことで、加盟実現への
障害は取り除かれた。同年１２月１２日、安全保障理事会での全会一致の加盟勧告を経て、１８
日、国連総会は日本の国連加盟を満場一致で採択した。
日本の国連加盟が実現されたことは、日本の国際社会への真の復帰を象徴する出来事と
なり、重光葵外務大臣は加盟当日の受諾演説の中で、国連の事業に参加しかつ憲章の目的
及び原則を自らの行動の指針とする旨を述べ、国連の目的に誠実に奉仕する決意を明らか
にした。
それから半世紀、日本は国連を一貫して重視し、その活動を支援してきた。唯一の被爆
国として核軍縮・不拡散の旗振り役として活躍してきたほか、安全保障理事会で非常任理
事国を９期（ブラジルと並んで加盟国最多）、経済社会理事会で理事国を１５期務めるなど、
世界の平和と繁栄に関する加盟国間の議論に積極的に参画した。近年では、「人間の安全
保障」の理念の普及をはじめ、平和構築や人権の主流化といった国連を通じた新たな取組
においても、自らの経験等をいかしつつイニシアティブを発揮してきた。
財政面でも、加盟当初２％に満たなかった日本の国連通常予算分担率は、１９８６年には米
国に次いで第２位になり、２００７年現在１６．６２４％となっている。また、国連の各基金・計画
や専門機関に対する拠出金の額でも、日本は常に上位を占めている。
国連加盟以来５０年、様々な分野で積み重ねてきた日本の貢献は、各国からも高い評価を

いしずえ

得ており、国際社会における日本の確固たる地位の礎となっている。現在、日本は、自ら
の常任理事国入りを含む安全保障理事会の改革をはじめ、国連改革の進展に向けた努力を

続けている。日本としては、２１世紀の世界を反映し改革さ
れた国連を通じ、責任ある大国としての地位にふさわしい
貢献を引き続き行っていく考えである。

日本の国際連合加盟５０周年

加盟翌日、国連事務局ビル前に掲揚される日本国旗
中央が重光外務大臣

（１９５６年１２月１９日 ⒸUN Photo）

国連加盟５０周年記念式典（１２月１８日） 国際連合加盟５０周年記念貨幣
（写真提供：独立行政法人造幣局）
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地域紛争の恒久的な解決のためには、紛争の完全な終結に向けた迅速な行動と、紛争の終結した
地域を紛争に後戻りさせない、紛争の再発防止を目的とする「平和の定着」のための努力が必要。

平和の定着

●外交調停や紛争当事者との対話
●選挙支援

和平プロセスの促進
●難民・国内避難民支援
●基礎インフラの復旧

人道･復旧支援(人々の平和な生活の回復)
●国内治安制度の構築
●対人地雷の除去
●DDR（武装解除・動員解除、元兵士
の社会復帰支援）

●国連PKO（平和維持活動）

国内の治安・安定の確保

紛争の結果、国の基本的枠組みそのものが破壊された状況においては、多岐にわたる分野で、当事
者の主体性を維持しつつ、国の基本的枠組みの構築に向けた支援を行うことも重要。

国づくり

●民主的な政治制度（選挙制度を含
む）の整備
●行政組織の整備
●警察・司法制度の整備（文民警察へ
の支援を含む）

政治的枠組みの構築（ガバナンス）
●経済・金融制度の整備
●経済インフラの整備（道路、港湾、
橋梁、通信施設等）

経済的枠組みの構築（経済基盤整備）
●基礎的社会インフラの整備（保健医
療、教育、上下水道等の施設整備）

●教育・職業訓練制度の整備
●人権・ジェンダー平等の確保
●メディアの支援

社会的枠組みの構築（社会基盤整備）

平和構築＝平和の定着+国づくり

（「国際平和協力懇談会最終報告書」をもとに作成）

５．平和構築への取組

【総 論】
冷戦の終結とともに、宗教や民族間の対

立など様々な原因による地域紛争や内戦が
増加しており、今日、世界はテロや大量破
壊兵器の拡散等の新たな脅威に直面してい
る。こうした中、国連安全保障理事会をは
じめ国際社会の取組は、紛争予防、和平の
仲介等の面で質・量共に拡大している。
また近年、G８サミット等においても

「平和構築」への関心が高まりを見せてお
り、国連においても、紛争後の平和維持か
ら復興・開発まで継ぎ目なく支援を行うこ

とを目的に設立された平和構築委員会（注１６）

が６月に活動を開始した。
平和構築への取組は、日本自身の安全保
障環境の改善につながるだけでなく、「平
和国家」としての日本への信頼を一層高め
るものであることから、日本としても、
「平和構築」を主要な外交課題の一つとし
て、「人間の安全保障」（注１７）の視点に立ち
PKOへの貢献やODA等の外交手段を活
用し、これまでイラク、アフガニスタン等
で取り組んできた経験をいかしつつ、国連
等の国際機関、各国、非政府組織 （NGO）
等とともに具体的な取組を推進している。

（注１６）国連平和構築委員会：２００５年１２月に設立された。運用規則や活動方法を議論する常設の組織委員会と、特定の国の平和構築の戦略を議論する国別会
合から構成される。組織委員会は、①安全保障理事会から７か国、②経済社会理事会から７か国、③国連への財政貢献上位１０か国から５か国、④PKO等
への要員派遣上位１０か国から５か国、⑤その他地域バランスなどを考慮して総会から選ばれる７か国－の計３１か国からなる。

（注１７）第３章第１節９．「国際協力の推進」参照。
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平和構築分野での日本の取組

現場における取組 知的貢献 人材育成

●平和の定着と国づくり、
オーナーシップの尊重、
人間の安全保障等の理
念・アプローチの深化

●国連平和構築委員会等
における知的リーダー
シップの発揮

●アジアにおける平和構
築分野の人材育成事業
の開始

●人材育成関係省庁連絡
会議の設置

●国連PKO等への積極
的な貢献

●国際平和協力に関する
法的枠組の整備

●ODA大綱の重点課題
として積極的に推進

●様々な援助手法及び体
制の整備

●機動的・効率的な援助
の実施

ODAの拡充国際平和協力
の推進

（１）現場における取組の強化
（イ）PKO（注１８）等の人的貢献
現在、世界各地では１５の国連 PKOミッ

ションが活動中である（２００７年１月現在）。
８月の国連レバノン暫定隊（UNIFIL）の拡
大、同月の国連東ティモール統合ミッショ
ン（UNMIT）の設立等の影響を受け、国
連史上最大規模の８万人を超える PKO要
員が世界各地で活動している（２００６年１２月
末現在）。
日本は国際平和協力法に基づき、現在国

連兵力引き離し監視隊（UNDOF）に４５名
の自衛隊員を派遣しているほか、７月と１０
月にはコンゴ民主共和国での国民議会選
挙・大統領選挙に選挙監視団を派遣した。
また、１０月にはスリランカ被災民に対する
人道救援活動に取り組む国連難民高等弁務
官事務所（UNHCR）の要請に基づき、ス
リーピングマット等の物資協力を実施する
など、同法に基づく物資協力も行ってい
る。さらに、２００７年１月末には、UNMIT
に警察要員を派遣した。

（ロ）平和構築に向けたODA支援、協力
日本は、ODA大綱で「平和の構築」を

重点課題として位置付け、紛争の予防や緊
急人道支援とともに、紛争の終結を促進す
る支援から平和の定着や国づくり支援に至

るまで、ODAを通じた国際社会における
平和構築支援、さらには日本の繁栄と安全
の確保に積極的に取り組んでいる。
イラクについては、２００３年１０月に表明し

た最大５０億ドルのイラク復興支援のうち、
紛争後のイラク国民の生活基盤の再建及び
治安の改善に重点を置いた１５億ドルの無償
資金協力については、既に全使途を決定
し、現在、着実に実施に努めている。今後
は、最大３５億ドルの円借款により、イラク
における平和の定着や本格的復興に不可欠
となる経済社会インフラの整備に取り組む
考えであり、２００６年末時点で、８案件約１６
億ドルの支援の意図を表明し、２００７年１月
にはこのうち４案件について書簡の交換が
行われた。さらに、こうした資金協力との
一層の連携を図りつつ技術協力によるイラ
クの人材育成も継続している。
アフガニスタンでは、２００２年に発表した

「平和の定着」構想に基づき政治プロセ
ス・ガバナンス、治安の維持及び復興の３
つの柱を中心に総額１０億ドルを超える支援
を行っている。１月のアフガニスタン復興
会議（ロンドン会議）では当面４億５，０００
万ドルの追加支援を表明し、７月には「平
和の定着」に関する第２回東京会議を開催
するなど、選挙支援や元兵士の武装解除・

（注１８）United Nations Peacekeeping Operations：UNPKOまたは単にPKOという。PKOとは本来、安保理決議に基づき、停戦合意の成立後に国連が紛争
当事者の間に立って停戦や軍の撤退の監視等を行うことにより、事態の沈静化や紛争の再発防止を図り、紛争当事者による対話を通じた紛争解決を支援す
ることを目的とした活動である。しかし、現在のPKOではこれらの伝統的な任務に加え、選挙、文民警察、人権、難民帰還の支援から行政事務や復興開発ま
でも任務とする複合的なPKOが増加しており、任務の多様化、複雑化の傾向が進んでいる。
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PKOの現状

国連休戦監視機構（UNTSO）
国連インド・パキスタン軍事監視団
(UNMOGIP）
第１次国連緊急隊（UNEFⅠ）
レバノン国連監視団（UNOGIL）
コンゴ国連軍（ONUC）
西イリアン国連保安隊（UNSF）
イエメン国連監視団（UNYOM）
国連キプロス平和維持隊（UNFICYP）
ドミニカ事務総長代表使節団（DOMREP）
国連インド・パキスタン監視団（UNIPOM）
第２次国連緊急隊（UNEFⅡ）
国連兵力引き離し監視隊（UNDOF）
国連レバノン暫定隊（UNIFIL）
国連アフガニスタン・パキスタン仲介ミッション
(UNGOMAP）
国連イラン・イラク軍事監視団（UNIIMOG）
第１次国連アンゴラ監視団（UNAVEMⅠ）
国連ナミビア独立支援グループ（UNTAG）
国連中米監視団（ONUCA）
国連イラク・クウェート監視団（UNIKOM）
第２次国連アンゴラ監視団（UNAVEMⅡ）
国連エルサルバドル監視団（ONUSAL）
国連西サハラ住民投票監視団（MINURSO）
国連カンボジア先遣ミッション（UNAMIC）
国連保護隊（UNPROFOR）
国連カンボジア暫定機構（UNTAC）
第１次国連ソマリア活動（UNOSOMⅠ）
国連モザンビーク活動（ONUMOZ）
第２次国連ソマリア活動（UNOSOMⅡ）
国連ウガンダ・ルワンダ監視団（UNOMUR）
国連グルジア監視団（UNOMIG）
国連リベリア監視団（UNOMIL）
国連ハイチ・ミッション（UNMIH）

1948.6～現在
1949.1～現在

1956.11～1967.6
1958.6～12
1960.7～1964.6
1962.10～1963.4
1963.7～1964.9
1964.3～現在
1965.5～1966.10
1965.9～1966.3
1973.10～1979.7
1974.6～現在
1978.3～現在
1988.5～1990.3

1988.8～1991.2
1989.1～1991.5
1989.4～1990.3
1989.11～1992.1
1991.4～2003.10
1991.5～1995.2
1991.7～1995.4
1991.4～現在
1991.10～1992.3
1992.3～1995.12
1992.3～1993.9
1992.4～1993.3
1992.12～1994.12
1993.3～1995.3
1993.6～1994.9
1993.8～現在
1993.9～1997.9
1993.9～1996.6

 1
2

3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32

国連PKO一覧
名称 期間

国連ルワンダ支援団（UNAMIR）
国連アオゾウ帯監視団（UNASOG）
国連タジキスタン監視団（UNMOT）
第３次国連アンゴラ監視団（UNAVEMⅢ）
国連クロアチア信頼回復活動（UNCRO）
国連予防展開隊（UNPREDEP）
国連ボスニア・ヘルツェゴビナ・ミッション
(UNMIBH）
国連東スラボニア・バラニャ及び西スレム
暫定機構（UNTAES）
国連プレブラカ監視団（UNMOP）
国連ハイチ支援団（UNSMIH）
国連グアテマラ人権監視団（MINUGUA）
国連アンゴラ監視団（MONUA）
国連ハイチ暫定ミッション（UNTMIH）
国連ハイチ文民警察ミッション（MIPONUH)
国連文民警察サポート・グループ（UNCPSG)
国連中央アフリカ共和国ミッション（MINURCA)
国連シエラレオネ監視ミッション（UNOMSIL)
国連コソボ暫定行政ミッション（UNMIK）
国連シエラレオネ・ミッション（UNAMSIL）
国連東ティモール暫定行政機構（UNTAET）
国連コンゴ民主共和国ミッション（MONUC）
国連エチオピア・エリトリア・ミッション
(UNMEE）
国連東ティモール支援団（UNMISET）
国連リベリア・ミッション（UNMIL）
国連コートジボワール活動（UNOCI）
国連ハイチ安定化ミッション（MINUSTAH）
国連ブルンジ活動（ONUB）
国連スーダン・ミッション（UNMIS）
国連東ティモール統合ミッション（UNMIT）

1993.10～1996.3
1994.5～1994.6
1994.12～2000.5
1995.2～1997.6
1995.3～1996.1
1995.3～1999.2
1995.12～2002.12

1996.1～1998.1

1996.1～2002.12
1996.7～1997.7
1997.1～1997.5
1997.6～1999.2
1997.8～1997.11
1997.12～2000.3
1998.1～1998.10
1998.4～2000.2
1998.7～1999.10
1999.6～現在
1999.10～2005.12
1999.10～2002.5
1999.11～現在
2000.7～現在

2002.5～2005.5
2003.10～現在
2004.4～現在
2004.6～現在
2004.6～2006.12
2005.3～現在
2006.8～現在

33
34
35
36
37
38
39

40

41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54

55
56
57
58
59 
60
61

名称 期間

（本表は国連資料をもとに作成）

（200６年12月末現在）

以上、国連がPKOとしているもののほか、同様の任務を有するいくつかのミッションが派遣されている。例えば、国連東ティモール・ミッション（UNAMET：
文民警察要員、軍事連絡要員等から構成）が1999年６月から10月まで東ティモールに派遣され、日本もこれに文民警察を派遣した。 
日本は2007年２月までに９つのPKO、5つの人道的な国際救援活動（ルワンダ難民、東ティモール避難民、アフガニスタン難民、イラク難民、イラク被災
民）、６つの国際的な選挙監視活動（ボスニア・ヘルツェゴビナ（２件）、東ティモール（２件）、コソボ、コンゴ）に要員を派遣している。 

（※1）

（※2）

 現在活動中のもの

日本が参加している（した）もの太字

29

113
17

44362016

57
54

59

60

27

56

22

8

50
１

535

48 7
19

34
5149

2 10

14
35

24 37 38 39 40 41 47

23 25

18

21 9

4326 28

6

12
15

5552
61

134

31

33

32 42 45 46 58

30
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動員解除・社会復帰（DDR：Disarmament,
Demobilization and Reintegration）から
難民・避難民の定住支援、インフラ整備ま
で継ぎ目のない包括的な支援を行ってい
る。
スリランカにおいては２００２年２月の停戦

合意以降、２０年間にわたる紛争で疲弊した
北・東部地域に対して、人道・復旧分野を
中心とする支援を実施している。また、日
本は、２００３年６月に、米国、ノルウェー、
欧州連合（EU）とともに「スリランカ復
興開発に関する東京会議」を開催する等、
同国の和平プロセスに中心的な役割を果た
した。同会議では、和平の進展を十分見極
めながら３年間で最大１０億ドルの支援を行
う用意があることを表明し、このうち２００５
年度までに約７億５，０００万ドルの支援を実
施した。
アフリカ地域においても、２月に「TICAD

平和の定着会議」を開催し、スーダン、大
湖地域、西アフリカを中心に６，０００万ドル
規模の当面の支援策を発表した。また、
スーダンでは、UNHCRや国連世界食糧計

ユ ニ セ フ

画（WFP）、国連児童基金（UNICEF）等
の国際機関を通じ難民・国内避難民に対
し、総額５，５００万ドルの人道支援を行った。
また、日本は、アジア、アフリカを中心
とする紛争被害国において、人道上大きな
問題となるのみならず、復興・開発活動を
妨げる対人地雷・小型武器の回収・廃棄等
を積極的に支援している。アンゴラでは、
「アンゴラ共和国における国家地雷除去院
能力向上計画」（４億６，４００万円）等のプロ
ジェクトを実施しているほか、日本の
NGOの地雷・不発弾処理事業や地雷回避
教育事業に対して計３億７，０００万円の拠出
を行った。

（２）知的貢献の強化－国連平和構築委員会
日本は、国連平和構築委員会の設立に当

たりイニシアティブを発揮し、現在、主要
財政貢献国として創立メンバーに名を連ね
ている。同委員会は、安保理及び総会と緊
密に連動しつつ、紛争後の現場で働く諸機
関、市民社会の知見も活用しながら、国別
会合において検討の対象となる国の平和構
築上の優先課題を特定し、各国の政策や国
際社会の支援に還元する役割を担ってい
る。７月に最初の対象国としてブルンジ及

びシエラレオネが選ばれ、１０月以降両国に
おける平和構築に関する本格的検討が始
まった。日本は、これまでの平和構築支援
の経験と知見を最大限活用し、同委員会で
の議論に活発に参加し、「人間の安全保障」
等の理念の共有を含め知的リーダーシップ
を発揮している。また、１０月に設立された
平和構築基金（２００６年１０月現在１億４，２６２
万ドル）に対し２，０００万ドルを拠出した。

（３）平和構築に向けた人材育成
冷戦後の PKOミッションの多様化など

に伴い、平和構築分野で活動する文民の需
要が高まっているが、この分野の国際機関
邦人職員数は依然低水準にとどまってお
り、こうした領域で活躍できる人材の育成
は緊急の課題となっている。

８月、麻生外務大臣は平和構築の現場で
必要になる知識や技術を教育する「寺子屋」
（研修機関）を平成１９年度より試験的に立
ち上げ、アジアにおける平和構築分野の人
材育成を推進していく旨表明した（注１９）。１２
月、安倍総理大臣はASEAN議長国であ

（注１９）外務省・国連大学共催「平和構築を担う人材とは～アジアにおける平和構築分野の人材育成に関するセミナー」における麻生外務大臣基調講演：「平和構
築者の『寺子屋』を作ります」（http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/e_gaimu.html）参照。
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るフィリピンのアロヨ大統領
に対し、日本の東アジア協力
のための取組の一つとして、
平和構築分野の人材育成構想
を打ち出した。

６．軍縮・不拡散（科学技術・原子力分野の国際協力を含む）

【総 論】
２００６年は、北朝鮮による７月のミサイル
発射及び１０月の核実験実施発表、イランの
核問題をはじめ、国際的な軍縮・不拡散体
制が引き続き種々の挑戦に直面した年で
あった。
こうした情勢の中、日本は、核兵器や紛

争のない平和で安全な世界の実現と国際的
な安全保障環境の向上を目指し、国際的な
軍縮・不拡散体制の維持・強化のための
様々な外交努力を行っている。
また科学技術面では、原子力分野等の二
国間協力、原子力・宇宙・核融合分野等の
多国間協力を通じ、国際社会の繁栄に向け
取り組んでいる。

（１）核 軍 縮
日本は、２００６年も国連総会に核軍縮決議
案（注２０）を提出し、同決議案は圧倒的支持を
得て採択された。また、G８等の主要国と
の軍縮・不拡散に関する二国間協議も開催
している。いまだに発効していない包括的
核実験禁止条約（CTBT）（注２１）の発効促進に
ついては、９月にニューヨークでオースト
ラリア等とともにCTBT外相フレンズ会
合を主催し、伊藤外務大臣政務官が未批准
国に対し早期の批准を呼びかけた。CTBT

の国際監視制度（注２２）は、北朝鮮による核実
験実施の際に改めてその有用性が認識さ
れ、日本としても引き続き整備に取り組ん
でいく。ジュネーブの軍縮会議（CD）に
おいては、１０年にわたり、多数国間の軍縮
条約に関する実質的交渉が行われていな
かったが、２００６年の会期中に議長を務める
６か国大使によるイニシアティブを受けて
実質的な議論が行われ、米国がいわゆる
カットオフ条約（注２３）に関する条約案を提出

（注２０）日本は、１９９４年以降毎年、核廃絶に向けた漸進的・現実的アプローチにのっとり、「全面的核廃絶」に至るまでの具体的「道すじ」を示した核軍縮決議案を国
連総会に提出し、国際社会の圧倒的支持を得てきた。２００６年は、核軍縮決議案「核兵器の全面的廃絶に向けた新たな決意」を提出し、国連総会で賛成
１６７、反対３（米国、インド、北朝鮮）、棄権８の圧倒的多数の支持を得て採択された。

（注２１）地下核実験を含むあらゆる「核兵器の実験的爆発または他の核爆発」を禁止する条約。１９９６年、国連総会にて採択。現時点では未発効。２００６年１２月現在、
批准国数１３７か国（署名国数１７７か国）。

（注２２）世界３２１か所に設置される４種類の監視観測所によりCTBTで禁止される核兵器の実験的爆発または他の核爆発が実施されたか否かを監視する制度。
（注２３）兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT：Fissile Material Cut-off Treaty）。核兵器及びその他の核爆発装置用の核分裂性物質（プルトニウム及

び高濃縮ウラン等）の生産を禁止する条約。１９９３年９月にクリントン米国大統領によって提案された。ジュネーブ軍縮会議にて行われる予定の条約交渉はい
まだに開始されていない。

外務省・国連大学共催「平和構築を担う人材とは～アジアにおける平和構築分野の人材育成
に関するセミナー」において基調講演をする麻生外務大臣（８月２９日、国連大学）
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（注1）図表中の（★）は検証メカニズムを伴うもの。
（注2）（　）内の数字は２００６年12月現在での締結、批准、加盟国数。
（注３）通常兵器に関しては、このほかに移転の透明性向上を目的とする国連軍備登録制度が199２年に発足。

大量破壊兵器、ミサイル及び関連物資等の軍縮・不拡散体制の概要

※HCOCは政治的規範であっ
て法的拘束力を伴う国際約
束ではない

※は政治的規範であって法的拘束力を
伴う国際約束ではない

大量破壊兵器

核兵器

軍
縮・不
拡
散
の
た
め
の
条
約
等

不
拡
散
の
た
め
の

輸
出
管
理
レ
ジ
ー
ム

新
し
い
不
拡
散

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）
2003.5．３１立ち上げ

化学兵器 生物兵器
大量破壊兵器の
運搬手段（ミサイル）

通常兵器
（小型武器、対人地雷等）

化学兵器禁止条約
（CWC）（★）（181）
 1997.4発効

生物兵器禁止条約
（BWC）（155）
1975.3発効

弾道ミサイルの拡散に
立ち向かうための

ハーグ行動規範（HCOC）※
 2002.11立ち上げ（１２６）

ミサイル技術管理レジーム
（MTCR）（34）
ミサイル本体及び
関連汎用品・技術
1987.4設立

対人地雷禁
止条約（152）
1999.3発効

ワッセナー・
アレンジメント（WA）（40）

通常兵器及び
関連汎用品・技術
1996.7設立

IAEA包括的保障措置協定
（NPT第３条に基づく
義務）（★）（154）

1971.2モデル協定採択

ザンガー委員会
原子力専用品（３６）
1974.8設立

IAEA追加議定書（★）（78）
1997.5モデル
議定書採択

包括的核実験
禁止条約（★）

（未発効）（CTBT）
1996.9採択

（批准国数：137、
発効要件国44か国中
34か国が批准）  

核兵器不拡散条約
（NPT）（★）（189）
1970.3発効

オーストラリア・グループ （AG）（39）
生物・化学兵器関連汎用品・技術

1985.6設立

原子力供給国
グル ープ（NSG）（４５）
原子力専用品・技術
及び汎用品・技術

（パート１）1978.1設立
（パート２）1992.6設立

特定通常兵器
使用禁止・制
限条約（CCW）
（１０２）

1983.12発効

国連小型武器
行動計画
（PoA）  ※
2001.7採択

トレーシングに
関する国際文
書　※

するなど、停滞打開の端緒となる動きが見
られた。日本も、同条約案に関する作業文
書を提出したほか議論に積極的に貢献し
た。また、河野衆議院議長や山中外務大臣
政務官が軍縮会議に出席し、CD停滞打開
と同条約の早期交渉を訴える演説を行っ
た。
１９９８年に核実験を実施したインドとパキ

スタン（注２４）は、依然としてNPT加入と
CTBT署名に至っていない。日本は、１
月の麻生外務大臣のインド訪問を受け、イ
ンドとの初の軍縮・不拡散協議を５月に開
催し、また、パキスタンとも７月に協議を
行うなど、両国に対し、引き続きNPTへ
の加入及びCTBTの署名・批准を働きか
けてきている（注２５）。また、インドに対する

（注２４）パキスタンでは２００４年２月に「核開発の父」と呼ばれるカーン博士を含む科学者が、核関連技術の国外流出にかかわっていたことが明らかになった。これらは
国際社会の平和と安定、核不拡散体制を損なうものであるとともに、流出先の一つと見られている北朝鮮への流出は、日本の安全保障上の重大な懸念であ
るとの認識の下、日本はパキスタンに対し、累次の機会に遺憾の意を伝えるとともに、本件に関して日本に情報を提供し、再発防止策を講ずるよう強く求めてき
ている。

（注２５）１月、麻生外務大臣がインド・パキスタン両国を訪問し、軍縮・不拡散に関する局長級協議の立ち上げにそれぞれ合意した。
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民生用の原子力協力の実施を内容とする米
印間の合意（注２６）については、インドの戦略
的重要性、エネルギー需要の増大の手当て

いしずえ

の必要性等も踏まえつつ、NPTを礎とす
る国際的な核軍縮・不拡散体制に与える影
響等を注意深く検討する必要があり、その
ような観点から日本は国際的な議論に参加
している。イスラエルは中東において
NPTに加入していない唯一の国であり、
CTBT等の大量破壊兵器の軍縮・不拡散
のための条約も批准していない。日本は、

機会をとらえ、イスラエル側に対し、大量
破壊兵器の軍縮・不拡散体制への参加を強
く求めてきている。
日本は軍縮・不拡散と日本海周辺の環境
汚染防止の観点から、日露非核化協力委員
会を通じてロシア極東地域に残された退役
原子力潜水艦の解体支援（注２７）を実施してい
る。また、現在ロシアによって進められて
いる原子炉区画陸上保管施設建設（注２８）に対
して協力を行っていく予定である。

（２）不 拡 散
（イ）地域の不拡散問題
北朝鮮は、７月５日に弾道ミサイルを発

射し、１０月９日には核実験実施を発表し
た。国連安保理は、これらを非難し、決議
第１６９５号及び決議第１７１８号をそれぞれ７月
１６日及び１０月１５日に全会一致で採択した。
北朝鮮が弾道ミサイルを発射し、核実験を
実施したとしていることは、日本のみなら
ず国際社会の平和及び安全を脅かすもので
あり、NPTを礎とする国際的な軍縮・不
拡散体制への深刻な挑戦である。１２月１８日
から２２日まで、北京において、第５回六者
会合（第２セッション）が開催され、朝鮮
半島の非核化等、六者会合共同声明の実施
に向けて議論が行われたが、実質的な成果
を上げることなく、休会に入った。日本
は、六者会合は、朝鮮半島の非核化を実現
するための最も有効な枠組みであるとの基
本的考えの下、引き続き、米国、中国等の
関係国と緊密に連携しつつ、北朝鮮にすべ
ての核兵器及び既存の核計画の放棄に向け
た具体的行動をとるよう強く求めていく

（第２章第１節１．「朝鮮半島」参照）。
過去２０年近く IAEAに申告せずに核活
動を行い、信頼回復のために濃縮関連・再
処理活動の停止を求められてきたイラン
は、求めに反し、１月にウラン濃縮関連活
動を再開した。これを受け、２月、IAEA
特別理事会は、本件を国連安保理に報告す
ることなどを内容とする決議を圧倒的多数
で採択した。同報告を受け、３月３１日、国
連安保理は議長声明（注２９）を発出し、７月３１
日には、イランの核問題に関するものとし
ては初の安保理決議である決議第１６９６号を
採択（賛成１４、反対１）した。決議第１６９６
号は、８月３１日までにイランが同決議を遵
守しない場合に、国連憲章第７章第４１
条（注３０）下の適当な措置を採択する意図を表
明した。しかし、イランはその後もウラン
濃縮活動を継続・拡大し、６月のEU３
（英国、フランス、ドイツ）、米国、ロシ

しん し

ア、中国の６か国による包括的提案に真摯
な対応を示さず、８月２２日の包括的提案に
対する回答も、決議第１６９６号の要求にこた

（注２６）２００５年７月及び２００６年３月、米印首脳間で合意。インドへの民生用原子力協力を制限している原子力供給国グループ（NSG）（本節６．（２）（ロ）「大量破
壊兵器等の拡散防止の取組」参照）のガイドラインの調整を追求すること等を米国が約束。インドは、すべての民生用原子力施設をIAEA保障措置下に置く
ことに合意。

（注２７）本事業は２００２年６月のG８カナナキス・サミットにおいて、大量破壊兵器及びその関連物質の拡散防止を主な目的として、首脳レベルで合意された「G８グ
ローバル・パートナーシップ」の一環として実施されているもの。「希望の星」と命名されている。

（注２８）極東地域において、海上保管されている解体原子力潜水艦原子炉区画を陸上において長期間安定して保管するための施設。
（注２９）同議長声明は、イランに対し、IAEA理事会の要求事項履行を求めるとともに、すべての濃縮関連・再処理活動の完全かつ継続的な停止を再度行う重要性

を強調。
（注３０）「安全保障理事会は、その決定を実施するために、兵力の使用を伴わないいかなる措置を使用すべきかを決定することができ、かつ、この措置を適用するように

国際連合加盟国に要請することができる。この措置は、経済関係及び鉄道、航海、航空、郵便、電信、無線通信その他の運輸通信の手段の全部または一部
の中断並びに外交関係の断絶を含むことができる。」
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えるものではなかったことから、その後の
EU３とイランの協議及び関係国間の協議
を踏まえ、１２月２３日、安保理は、国連憲章
第７章第４１条下の措置を含む決議第１７３７号
を全会一致で採択した。日本としては、イ
ランが、IAEA理事会及び国連安保理の要
求に従い、すべての濃縮関連・再処理活動
を停止し、交渉のテーブルにつくよう、関
係国と緊密に連携しつつ、引き続き働きか
けていく考えである（第２章第６節４．「イ
ラン」参照）。

（ロ）大量破壊兵器等の拡散防止の取組
日本は、大量破壊兵器等の拡散防止に向

け、IAEA保障措置（注３１）及び輸出管理の強
化、「拡散に対する安全保障構想（PSI）」（注３２）

への参加等の外交努力を積極的に継続して
いる。
IAEAの保障措置は、核物質等の軍事転

用を防止するための検認制度であり、国際
的な核不拡散体制の実効性を確保する上で
中核をなす制度である。日本は、特に、多
くの国が保障措置強化のための「追加議定
書」（注３３）を締結することが重要であるとの認
識の下、二国間・多国間の協議の場をとら
え、各国に締結を求めている。また、保障
措置のより一層の効率化の観点から、日本
は、「統合保障措置」（注３４）がより多くの国に
適用され、それに伴い保障措置の受入れ国
と IAEAの双方の負担や経費が削減され
ることが重要と考えている。

はん よう

兵器やその関連汎用品の供給能力を持
ち、かつ不拡散の目標を共有する国々の間
では、それぞれの国からの軍事的な用途に
つながり得る輸出を協調して管理する取組
がなされている。現在、兵器の種類に対応
した５つの輸出管理レジーム（注３５）が存在し、
日本はこれらすべてに参加するとともに、
原子力供給国グループ（NSG）の事務局
機能を引き受けているのをはじめ、その強
化に貢献している。ミサイルに関しては、
その使用・開発等を禁じる国際的な規範は
ないが、日本は、「弾道ミサイルの拡散に
立ち向かうためのハーグ行動規範
（HCOC）」（注３６）の実効性の確立と普遍化に
積極的に貢献している。
不拡散に関する国際規範を受け入れてい
ない国の存在等により、拡散を完全には阻
止できていない現状に対し、従来の不拡散
体制の「抜け穴」を埋めるべく、日本は PSI
の訓練や会合に積極的に参加してきてい
る。４月のオーストラリア主催航空阻止訓
練には、税関及び警察庁・警視庁職員から
なる特別チームが参加した。
また、同様に核不拡散体制の「抜け穴」
を埋めるべきとの問題意識から、濃縮・再
処理等の機微な技術が拡散しないよう、核
不拡散と原子力の平和的利用の両立を目指
した様々なイニシアティブが提案されてき
ており、日本も、米国等が提案している核
燃料供給保証に係る６か国構想（注３７）を補完
するものとして、９月の IAEA総会にお

（注３１）IAEAが各国と個別に締結した保障措置協定に基づき、核物質等が軍事目的に利用されていないことを確保することを目的として、「査察」等の手段により検
認活動を行うもの。NPT締約国たる非核兵器国は、NPT第３条に基づき、IAEAとの間で保障措置協定を締結し、国内のすべての核物質について保障措
置を受け入れる（包括的保障措置）ことが求められている。

（注３２）PSI（Proliferation Security Initiative）：大量破壊兵器、ミサイル及びそれらの関連物資の拡散を阻止するために、国際法・各国国内法の枠内で参加国
が共同してとり得る措置を検討・実践する取組。７５か国以上が、活動の基本原則を定めた「阻止原則宣言」を支持し、実質的にPSIの活動に参加・協力して
いる（２００６年１２月現在）。

（注３３）IAEAとの包括的保障措置協定に追加してIAEAとの間で各国が締結する議定書。この締結により、IAEAに申告すべき原子力活動情報の範囲や「補完的
アクセス」による検認対象場所が拡大されるなど、IAEAの権限が強化される。２００６年１１月現在、７８か国が締結。

（注３４）従来の保障措置協定（包括的保障措置協定）に基づく保障措置と追加議定書に基づく保障措置との合理的かつ有機的な統合を図る概念。具体的には、追
加議定書の実施を通じ、「未申告の原子力活動及び核物質の不存在」の結論が IAEAより得られた国を対象に、従来型の保障措置に基づく通常査察を減
少させることなどにより保障措置を効率化するもの。この「結論」が出された国はこれまで２４か国であり、そのうち日本、オーストラリア、ハンガリー、インドネシア等
について統合保障措置が適用されている（２００６年１２月現在）。

（注３５）図表「大量破壊兵器、ミサイル及び関連物資等の軍縮・不拡散体制の概要」中の「不拡散のための輸出管理レジーム」参照。各輸出管理レジームの概要に
ついては、外務省ホームページ上の「国際輸出管理レジーム」のページ（http://mofa.go.jp/mofaj/gaiko/regime/index.html）参照。

（注３６）HCOC（Hague Code of Conduct against Ballistic Missile Proliferation）：弾道ミサイル不拡散のための初めての国際的政治合意であり、弾道ミサイ
ルの拡散防止、弾道ミサイルの実験・開発・配備の自制などの原則と信頼醸成のための措置などが主な内容。１２６か国が参加（２００６年１１月現在）。

（注３７）２００５年９月以降、米国を中心として、保障措置協定違反がなく、原子力安全、核物質防護上の基準を満たし、機微な技術を放棄した国を対象に、現在の核
燃料市場を補完する「セーフティーネット」としての「仮想燃料銀行（virtual fuel bank）」の構築を目指し、濃縮ウランの供給を現在行っている国（米国、フラン
ス、英国、ロシア、ドイツ、オランダ）が核燃料供給保証の枠組み構築に関する議論を進めてきた。右構想は２００６年６月の IAEA理事会に６か国構想
（RANF）として提出された。なお、米国は核燃料供給保証に更なる保証を与えるため、独自のイニシアティブとして、IAEAの検証の下で１７．４トンの兵器級高
濃縮ウランを希釈して得られる低濃縮ウランを用いる「燃料備蓄（Fuel Reserve）」を２００９年までに設けることを提案。



第
３
章

国際社会の平和と安定に向けた取組 第１節

139外交青書 2007

いて「IAEA核燃料供給登録システム」に
関する提案（注３８）を行うなど、新たな枠組み
の構築に向け、議論に積極的に参画してい
る。
日本は２００３年以降毎年度、東京でアジア

不拡散協議（ASTOP：Asian Senior-level
Talks on Non-Proliferation）（注３９）を、また、

１９９３年以降毎年度、アジア輸出管理セミ
ナーを開催するなど、アジアにおける不拡
散体制への理解の促進と取組の強化を目指
す働きかけ（アウトリーチ活動）を積極的
に実施し、地域の不拡散体制強化に向け外
交努力を継続している。

（３）原子力の平和的利用のための国際的な枠組み
原子力の平和的利用の促進は、国際的な

核軍縮及び核不拡散を確保する上で極めて
重要である。原子力の平和的利用のために
は、核不拡散に加えて、原子力安全及び核
セキュリティー（核テロ対策等）の確保も
不可欠であり、国際社会においてはこれら
を確保・強化するための枠組みが設けられ
ているが、日本はこうした国際的な取組を
積極的に支援している。
拡大する世界のエネルギー需要や地球温

暖化防止の観点から、近年世界的に原子力
に対する評価が高まっており、アジアにお
いても、原子力発電の新規導入や拡大を検
討する国が増加している。このような「原
子力ルネサンス」と称される流れの中で、

原子力先進国である日本は、関係国が核不
拡散、原子力安全及び核セキュリティーを
確保できるよう、様々な支援・協力を行っ
ている。
また、核不拡散等の要請と両立し得る原
子力技術開発のためのイニシアティブとし
て、日本は、米国の「国際原子力エネル
ギー・パートナーシップ（GNEP）」など
に積極的に参加している。
２００６年には、日本と欧州原子力共同体
（ユーラトム）加盟国との間の原子力の平
和利用を促進するための「日・ユーラトム
原子力協定」の交渉が妥結し、同協定は１２
月に発効した。

（４）化学、生物、通常兵器
（イ）化学兵器
化学兵器禁止条約（CWC）（注４０）は、化学

兵器の生産・保有・使用等を包括的に禁止
し、既存の化学兵器の全廃を定めるととも
に、条約の遵守を検証制度（申告と査察）
により確保するものであり、大量破壊兵器
の軍縮に関する条約としては画期的な条約
である。最近では、米露等の化学兵器の廃
棄が遅延し始めていることや普遍化（締約
国数の増加）及び締約国の国内実施措置を

強化することが大きな課題となっている。
日本は、普遍化や国内実施措置強化に関し
て、主としてアジア地域諸国を対象として
取り組んでおり、２００６年には特にイラクの
締結促進を支援するなどした。また、日本
は、CWCに基づき、旧日本軍が中国に遺
棄した化学兵器の廃棄義務を負っている
が、２００７年４月の廃棄期限までに廃棄を完
了することは困難となったため、２００６年４
月、日中両国は共同で廃棄期限の５年間の

（注３８）日本は、RANFの趣旨・目的に賛同しており、今後も国際的な議論に建設的に参加し、貢献していく観点から、現在の供給国の独占体制の維持という文脈で
懐疑的にとらえられている面もあるRANFに対する参画性を高め、これを補完するものとして、９月の IAEA総会及び並催の特別イベントにおいて、「IAEA核
燃料供給登録システム」に関する提案を行った。この提案は、具体的には一定の条件の下、ウラン濃縮に限らず、ウラン原料、転換、燃料加工、ウラン在庫、備
蓄等の核燃料供給全般について各国がそれぞれの実態に応じて、その供給能力をIAEAに登録し、供給面での不安の解消と市場の攪乱（かくらん）の予防
に努める制度をIAEAにおいて創設するというものである。

（注３９）ASEAN１０か国、日本、中国、韓国、米国、オーストラリアの局長級の不拡散政策担当者が一堂に会し、アジアにおける不拡散体制の強化に関する諸問題に
ついて議論を行うもの。

（注４０）１９９７年４月発効。締約国数は１８１か国（２００６年１２月末現在）。
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延期（２０１２年４月まで）を執行理事会に要
請し、７月の執行理事会において承認され
た。

（ロ）生物兵器
生物兵器禁止条約（BWC）（注４１）は、生物

兵器の開発・生産・保有等を包括的に禁止
する唯一の多国間の法的枠組みであるが、
条約の実施を確保する手段に関する規定が
十分でないため、条約をいかに強化するか
が課題となっている。
１１月から開催された第６回運用検討会議
（５年に１度開催）では、条約の運用状況
を見直し、これまでの作業計画での議論も
踏まえて、次回運用検討会議（２０１１年）ま
での年次会合の開催（注４２）や、事務局機能を
有する履行支援ユニットの設置等に合意し
た。日本は、現行の条約強化プロセスを支
持しており、今回会議に向けた準備作業と
してBWC東京セミナー（注４３）を開催し、ま
た会議中も積極的な提案を行うことで議論
の活性化に貢献した。

（ハ）小型武器
近年、国際社会には過剰な小型武器が存

在し、紛争を激化・長期化させるだけでな
く、紛争後の国家や社会の復興の大きな障
害となっている。６月には、国連小型武器
行動計画履行検討会議が開催され、国連小
型武器行動計画（２００１年策定）の履行状況
や国際社会の今後の取組について議論が行
われた。
日本は、アジア、アフリカを中心とする
各地で、小型武器の回収と地域社会の開発
等を組み合わせた小型武器回収プロジェク
トを関係機関と協力しながら実施してい
る。カンボジアで紛争の予防・平和構築無
償資金協力事業として実施中の「カンボジ
アにおける平和構築と包括的小型武器対策
プログラム」では、２００６年１０月までに２万
３，０００丁を超える小型武器が回収された。

（ニ）対人地雷問題
日本は、国際社会全体での実効的な対人
地雷の禁止と、被害国への地雷対策支援の
強化を「車の両輪」として包括的な取組を
推進している。前者については、より多く
の国が対人地雷禁止条約（オタワ条約）（注４４）

を締結するべく、日本は、アジア太平洋地
域の未締結国を中心に条約締結の働きかけ

（注４１）１９７５年３月発効。生物兵器の開発、生産、貯蔵、取得及び保有を包括的に禁止するとともに、保有する生物兵器の廃棄義務を規定する。締約国数は１５５か
国（２００６年１２月現在）。

（注４２）BWC締約国は、２０１１年次回運用検討会議まで、締約国会合及びその準備の専門家会合を毎年開催して、条約の強化に関する６分野を順次協議し、締約
国間の共通理解と実効的措置を促進していくこととなった。

（注４３）２月１４日～１５日に開催。計２６か国の政府及び機関関係者、国内外専門家等約７０名が参加した。
（注４４）対人地雷の使用、生産等を禁止し貯蔵地雷の廃棄、埋設地雷の除去等を義務付ける条約で、１９９９年３月に発効した。２００６年１２月末現在の締約国数は、

日本を含め１５２か国。

カンボジアにおける小型武器破壊式典の模様
（写真提供：日本小型武器対策支援チーム（JSAC））
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を行っている。
後者については、日本は１９９８年以降、地

雷除去、犠牲者支援、地雷回避教育等のた

め、３０か国以上に対して２４０億円を超える
支援を実施している。

（５）科学技術分野の国際協力
科学技術の二国間協力推進のため、日本

は、各国との科学技術協力協定に基づく定
期的な政府間会合等を通じて、科学技術政
策等に関する意見交換や、共同研究案件を
協議している。２００６年には、ウクライナ、
ロシア、フランス、スウェーデン、米国、
イスラエル、南アフリカ、英国、ドイツ、
オーストラリアとの間で会合を開催し、テ
ロ・犯罪対策、宇宙、海洋、ライフサイエ
ンス、研究者交流等多岐にわたる分野の科
学技術協力を議論した。
多国間の国際協力プロジェクトの推進例

としては、以下の分野で日本は積極的に取
り組んでいる。
資源エネルギーの分野では、核融合エネ

ルギーが将来のエネルギー源の一つとして
期待されているが、日本は国際共同プロ
ジェクトである国際熱核融合実験炉
イ ー タ ー

（ITER）計画を推進している。１１月２１日に
はイーター機構設立協定が署名され、初代
のイーター事務局長として、池田要前クロ
アチア大使が就任予定である。
宇宙分野では、日本は、国連宇宙空間平

和利用委員会に参加し、国際的な法的枠組

みづくりを進めるとともに、宇宙での実験
を行う研究所を建設する国際宇宙ステー
ション（ISS）計画に各国と共同で参加し
ている。ISS 計画の中で、日本初の有人実
験施設（「きぼう」）が打ち上げられる予定
であるほか、日本は、ISS への物資輸送手
段の一つとして、宇宙ステーション補給機
（HTV：H-II Transfer Vehicle）の開発
に取り組んでいる。
地球観測の分野では、日本は各国と協力
し、アルゴ計画（高度海洋監視システ
ム）（注４５）、統合国際深海掘削計画（IODP）
等を中心的に推進している。また、地球観
測グループ（GEO）では、全球地球観測
システム（GEOSS）１０年実施計画に積極
的に取り組んでいる。
不拡散分野では、ソ連崩壊に伴う大量破
壊兵器関連技術の拡散防止のための国際科
学技術センター（ISTC）に参加し、旧ソ
連諸国で大量破壊兵器の研究開発に従事し
ていた研究者・技術者の民生転換を支援し
ている。日本は、ISTCのプロジェクトに
対し、これまで約６，０００万ドル（２００６年現
在）の支援を行っている。

７．人 権

【総 論】
人権・民主主義とは、人一人ひとりの幸

せの実現の基礎となる価値及び制度であ
り、人権・民主主義基盤が各国において十
分に整備されることは、平和で繁栄した社
会の確立、ひいては、国際社会の平和と安
定に直結する。１１月に行われた麻生外務大

臣の「自由と繁栄の弧」に関するスピーチ
において、日本は外交の新機軸として人
権・民主主義をはじめとする普遍的価値を
重視することを強調している。
国連でも、２００５年９月の首脳会合「成果

文書」において人権が国連の主要な３つの
柱の一つとして再確認され、３月にそれま
での人権委員会を強化した人権理事会が新

（注４５）海面から水深２，０００メートルまでの水温・塩分データを観測・通報するフロートを全世界で約３，０００個展開する海洋監視システムの構築計画。
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設されるなど、「人権の主流化」の動きが
加速している。国連総会では、日本も条約
交渉に積極的に参加してきた強制失踪条約
（仮称）と障害者権利条約（仮称）が採択
され、国連における人権の保護・促進メカ
ニズムの強化に大きな前進が見られた。
また、女子差別撤廃委員会委員選挙（６

月）、自由権規約（注４６）委員会委員選挙（９月）
では、それぞれ、齋賀富美子人権担当大
使、岩沢雄司東京大学法学部教授が当選し
た。日本は、これらの専門家の活動を通じ
ても、引き続き国際的な人権の保護・促進
に貢献していく考えである。
民主主義分野に関しては、１０月、有馬龍

夫政府代表が第６回新生・復興民主主義国
際会議（カタール）に出席し、日本の経験
を踏まえ、民主主義が平和や繁栄に不可欠
であることを強調した。また、普遍的な価
値を重視する日本外交政策推進の観点か
ら、国連民主主義基金に対し１，０００万ドル
の拠出を行うことを決定した。
日本は、国連をはじめとする多国間の場
における人権・民主主義にかかわる取組
と、人権対話や開発援助等を通じた二国間
の場における取組を相互に連携させつつ、
開発援助を通じた人権・民主主義基盤の整
備から包括的に人権・民主主義外交の強化
を図っていく考えである。

（１）国連の場における取組
３月、国連が世界の人権問題により効果

的に対処することを目的として、人権理事
会が創設され、日本は第１回人権理事会理
事国選挙（５月）で当選した。６月の人権
理事会第１回会合ハイレベル・セグメント
では人権を担当する山中燁子外務大臣政務
官が発言し、「人権の主流化」への支持を

ら ち

表明するとともに、拉致問題解決を含む北
朝鮮の人権状況改善への国際的連携の強化
を訴えた。また、強制失踪条約（仮称）が
１２月の国連総会本会議で採択され、同条約

交渉に積極的に参加してきた日本としては
高く評価する。
９月に行われた人権理事会第２回会合に
は齋賀人権担当大使が出席し、拉致問題を
含む北朝鮮の人権状況や女性、児童といっ
た人権問題に関して発言するとともに、国
連の特別報告者との対話に積極的に参加し
た。また、日本は、人権理事会第３回会合
（１１月～１２月）のほか、深刻な状況等に応
じ理事国の要請に基づき随時開催される特
別会合（７月パレスチナ、８月レバノン、

（注４６）市民的及び政治的権利に関する国際規約（通称 B規約）。

人権理事会第１回会合でスピーチを行う山中外務大臣政務官
（６月１９日、スイス・ジュネーブ）
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１１月パレスチナ、１２月スーダン）等にも積
極的に参加した。
１２月には国連北朝鮮の人権状況特別報告
者が訪日し、拉致問題を含む北朝鮮の人権
状況について調査を行った。人権理事会の
具体的な作業方法等は引き続き協議中であ
るが、日本は「対話と協力」の原則の下、
世界の人権状況の改善により効果的に対処
できる人権理事会の機能強化に向け、積極
的に貢献していく考えである。
１０月から１１月にかけて開催された第６１回
国連総会第三委員会では、国別やテーマ別
の人権問題に関して議論が行われ、５０本以
上の決議が採択された。日本は、拉致問題
への言及も含む「北朝鮮の人権状況」決議
をEUとともに提出し、採択に向けた働き

かけを積極的に行った。その結果、拉致問
題は国際的懸念事項であり、他の主権諸国
家の国民の人権を侵害する、（北朝鮮が）
関連決議を履行するよう要請する目的のた
めの国際的連携を強化する必要性がある
等、前年より強い文言の決議が採択され
た。また、同決議は、国連総会本会議にお
いても、前年よりも多数の支持を得て採択
された。
さらに、２００５年９月の首脳会合「成果文

書」において国連人権高等弁務官事務所
（OHCHR）の強化が決定され、日本は
２００６年度分としてOHCHRに約１，７８０万円
を拠出した。また、１２月には自由権規約の
第５回政府報告を国連に対し提出した。

（２）二国間人権対話（注４７）

人権の保護・促進のためには二国間の対
話を通じた相互理解の醸成も効果的な手段
であることから、日本は二国間の人権対話
の実施を重視している。３月には前年に引
き続きカンボジアとの間で人権対話を行

い、同国の今後の更なる人権状況改善のた
めの努力について具体的に意見交換を行っ
た。また、７月には初めてインドネシアと
の間で人権対話を行った。

（３）弱者保護への取組
世界中の多くの地域で多数の児童が武力

紛争の被害を受けており、深刻な権利の侵
害が続いている。こうした状況の中で日本
も１１月には大島国連代表部大使が安保理公
開討論で発言し、児童を紛争から遠ざけ、
教育等を通じて児童を保護する重要性を訴
えた。
また１０月には、日本は安保理議長国とし

て平和の定着における女性の役割をテーマ
として「女性・平和・安全」に関する安保
理公開討論を開催した。日本は議長声明を

とりまとめたほか、「人間の安全保障」の
概念に基づき引き続き女性の能力強化や保
護を支援していく旨発言した。
さらに難民の保護・支援に関しては、

１９８３年に設立され、インドシナ難民等に定
住支援を行ってきた国際救援センターが
２００６年３月に閉所されたが、同年４月には
都内に後継施設「RHQ支援センター」（通
所式）を新設し、引き続き、条約難民等に
対する生活支援や日本語教育、職業相談等
を通じた定住支援を実施している。

（注４７）日本はこれまで８か国と人権対話を行った実績がある。
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（４）国際人道法
１２月、ジュネーブ諸条約及び同第１追加
議定書（注４８）の違反行為として申し立てられ
た事実を調査し、国際人道法の履行を確
保・促進することを目的とする国際事実調
査委員会の委員選挙が行われ、日本からは

真山全防衛大学校教授が初当選した。ま
た、８月には国際人権・人道法をテーマと
する国際法模擬裁判「２００６年アジア・カッ
プ」を東京で開催した。

８．国際社会における「法の支配」の強化

【総 論】
国際社会における「法の支配」について

は、近年、その意義がますます高まってい
る。例えば、２００６年には、国連において法
的な問題を扱う国連総会第六委員会で初め
て「国内・国際レベルにおける法の支配」
が議題としてとりあげられた。
国際社会における「法の支配」には、①

各国国内における「法の支配」を条約の締
結等を通じて確保していくというルールづ
くりの側面と、②国家間の紛争を国際法に
基づき平和的に解決していく－という紛争
処理の側面の双方が含まれていると考えら
れる。
国際社会における「法の支配」の有する

このような２つの側面は、いずれも日本の
外交政策上重要な課題である。また、国際
社会における「法の支配」の推進は、国際
社会の平和と安定を維持するために役立つ
のみならず、日本と近隣国をはじめとする
各国との関係を強化するための基礎とな
り、また、経済活動を含む個人の活動の自
由を確保することにもつながるものであ
る。
上記①の観点からは、様々な分野での

「国際的ルールづくり」に積極的に参画し、
これを普遍的なものにしていく努力が重要

である。例えば、国際人権・人道法の分野
では、活動を本格化させつつある国際刑事
裁判所（ICC）への協力等の取組があり、
経済活動を円滑化するとの観点からは、世
界貿易機関（WTO）や EPA/FTAの締結
等により経済面での国際ルールを発展させ
ていくことがある。
上記②の観点からは、具体的な外交政策
の立案・実施及び紛争の解決に際して、国
際法を適切かつ積極的に活用することが重
要である。特に、海洋を巡る問題の交渉等
を通じた平和的な解決に当たって、国際法
の重要性が増している。また、国際社会に
おける有力国である日本が国際法を活用し
ていくことを実績として積み重ねること
で、国際社会における「法の支配」の定着
に積極的に貢献できるとの側面を見逃すべ
きではない。
このような中、日本としても、国際社会
の「法の支配」の基礎となる国際法規範の
形成に向けた国際社会の取組に積極的に参
画している。具体的には、国際法の漸進的
な発達と法典化の促進を目的とした国連国
際法委員会（ILC）や国連総会第六委員会
における議論や、様々な分野での条約作成
作業に積極的に貢献しており、１１月には山
田中正委員が ILC委員再選を果たした。

（注４８）ジュネーブ諸条約第１追加議定書はジュネーブ諸条約を補完・拡充するもの。同追加議定書では国際的な武力紛争において保護対象となる傷病者、捕虜、
文民などの範囲が拡大され、戦闘の方法・手段の規制等も含められた。
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（１）刑事分野における国際的な取組
政府は現在、国際社会の関心事である最

も重大な犯罪を犯した個人を国際法に基づ
き処罰するための常設の国際刑事法廷であ
る国際刑事裁判所（ICC）への加盟に向け
て必要な作業を進めている。日本の ICC
加盟は、国際社会において、最も重大な犯
罪の不処罰を許さないという決意を国際社
会に対して明確に示すのみならず、国際刑
事裁判の制度づくりや運用にアジアからの
重要なプレーヤーとして参画し、ICCをよ
り普遍的な組織にしていく上でも大きな意
義を有する。１２月には、ICCのキルシュ所

長を日本へ招聘し、国内における ICCへ
の理解を促すとともに、ICC及び国際社会
に対し、日本が ICC加盟に向け大きな努
力をしていることを強く印象付けた。
また、刑事事件の捜査、訴追等に必要な
証拠の提供等を条約上の義務として規定す
る刑事共助条約については、６月に米国、
１２月に韓国との間で条約の批准書の交換を
行った。また、香港、ロシア及び中国との
間でも交渉を行っており、刑事分野におけ
る共助の一層確実な実施及び効率化、迅速
化に向け努めている。

（２）海洋を巡る諸問題
日本は四方を海に囲まれ、広大な海と接

する海洋国家であり、航行の自由をはじめ
とした海洋の法的秩序の在り方は、国益に
大きな影響を与える。中国との関係では、
排他的経済水域（EEZ）・大陸棚の境界が
未画定の東シナ海における中国による一方
的なガス油田開発を巡り見解の対立が続い
ているほか、２００６年には韓国との間で
EEZの境界未画定水域における海洋の科
学的調査を巡って緊迫した事態が生じた。
こうした問題への対応に際して、日本は、
一貫して国連海洋法条約をはじめ国際法を
遵守すべきとの立場を堅持しており、この
ような法的な主張の適否が決定的な重要性
をもっている。政府としては、国連の主要

な司法機関である国際司法裁判所（ICJ）
や国際海洋法裁判所（ITLOS）の判決等
も踏まえ、引き続き国際法にのっとった平
和的な解決を目指して努力しているところ
である。
また、近年、深刻な状況となっている海
賊問題については、日本が提唱した「アジ
ア海賊対策地域協力協定」が９月に発効し
た。日本は、その発効に向け、各国による
締結の促進に努めるとともに、その発効後
は、同協定に基づく国際機関である情報共
有センターへの初代事務局長の派遣など、
この分野の「法の支配」の推進に積極的に
貢献してきている。

（３）経済・社会分野
経済・社会分野においても、「法の支配」

の観点を重視することは日本の利益に資す
る。例えばWTOにおいては、WTOの下
で設けられた紛争解決手続がWTO加盟
国からの信頼を得て効果的に機能してお
り、日本もこれを積極的に活用し、自らの
立場を主張し具体的紛争を解決してきてい
る。また、日本が推進しているWTOに

おける交渉や、各国・地域とのEPA/
FTA、租税条約、社会保障協定、投資協
定等の締結は、多角的な自由貿易や投資の
ルールを整備することで透明性を高めると
ともに、諸外国とのルールに基づく経済面
での結びつきを強化するものである。この
ような取組により、一層の予測可能性・安
定性のある環境の下、貿易・投資や、日本
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国民及び企業の海外における活動が一層拡
大、円滑化することが期待される。加え
て、日本は、環境・人権・文化・スポーツ
といった様々な分野においても積極的に国
際ルールづくりを主導し、日本にとっても

有益な国際環境の形成に努力している。例
えば、２００６年には日本が積極的に交渉に参
加してきた強制失踪条約や障害者権利条約
が採択された。

９．国際協力の推進（開発及び環境等の地球規模課題への取組を含む）

【総 論】
２００６年は、日本の政府開発援助（ODA）
を一層戦略的かつ効果的に活用するため、
国際協力（ODA、国際機関を通じた協力）
の企画・立案、実施にかかわる体制を一新
する大きな節目の年となった。内閣官房長
官主催の「海外経済協力に関する検討会」
がとりまとめた最終報告書による提言を受
け、４月、政府は日本の海外経済協力に関
する重要事項を機動的かつ実質的に議論す
るため、総理大臣と少数の閣僚から構成さ
れる「海外経済協力会議」を設置した。次
に、この会議で審議された基本戦略の下、
引き続きODAの具体的な企画・立案、調
整の中核を担う外務省は、外務大臣の下に
国際協力に関する企画立案本部を設けると
ともに、８月、経済協力局と国際社会協力
部の国際機関等多国間の開発関連部門を統
合し、国際協力局を新設した。これにより
外務省は、二国間援助と国際機関を通じた

援助を有機的に連携させ、外交政策により
即した国際協力のための企画・立案、調整
を行う体制を整えた。実施機関について
は、円借款は国際協力銀行（JBIC）、技術
協力は独立行政法人国際協力機構（JICA）、
無償資金協力は外務省と援助手法ごとに実
施の体制が異なるこれまでの体制を改め、
援助手法間の連携を更に強化することを目
的に、今後は JICAが基本的にこれらを一
元的に担う体制を構築することとした。１１
月には改正 JICA法が成立し、２００８年１０月
の統合を目指し、現在、準備作業を行って
いる。
このような新しい体制の下、国際社会の
中で存在感・影響力を一層高め、国際社会
から評価され尊敬される日本を実現するよ
う、国際協力により積極的に取り組む必要
がある。その際の理念として重要なのは、
ODA大綱に掲げられた諸原則である自
由、民主主義、基本的人権そして市場経済
化の実現と、一人ひとりの人間に着目し、

スマトラ沖大地震の被災地で、捜索・救助活動に従事する国際緊急援助隊
（写真提供：JICA）
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保護と能力強化を通じて人間それぞれの持
つ豊かな可能性を実現し、人づくり、社会
づくりをもって国づくりを目指す「人間の
安全保障」の視点である。
こうした理念の下、外務省（日本政府）

は、大きく以下の２つの目的をもって国際
協力に取り組んでいる。第一に、①経済成
長を通じた貧困削減により途上国の開発へ
取り組むこと、②環境、感染症、テロとの
闘いなどの地球的規模の課題の解決に取り
組むこと－を通じて、国際社会の平和と安
定に貢献し、国際社会の一員としての責務
を果たしていくことである。この目的はG
８サミットをはじめ様々な国際会議におい
て国際協力が主要な議題となっていること
からしても、今後とも一層重要性を増すと
いえる。第二は、中国・インド等が台頭し
たこと等の新しい国際環境に的確に対応
し、より外交政策に即した国際協力を企
画・立案、実施していくことで、グローバ

ル化の中での日本の国益の確保を図ること
である。これはODAの新たな使命とも位
置付けられている。具体的には、特にアジ
アにおける経済の発展に伴い市場が拡大す
るとともに各国の相互依存関係が一層深化
する中で、産業・物流インフラ整備や知的
財産権保護等の制度整備、経済連携推進な
どをODAを通じて促進し、日本を含めた
民間経済活動をより一層発展させることが
挙げられる。また、資源・エネルギーの安
定供給の確保や省エネルギー・代替エネル
ギー分野での協力の確保も日本の経済的発
展という観点から重要である。
麻生外務大臣は、１１月の講演において、

ユーラシア大陸の外周に新興の民主主義国
をつなぎ、「自由と繁栄の弧」を作ること
を提唱したが、その実現のためにもODA
を含めた国際協力を戦略的・効果的に進め
ていく方針である。

（１）日本のODA実績と取組
（イ）日本の実績と国際公約の達成
２００５年の日本のODA実績は、対前年比

４７．３％増の約１３１．５億ドル、対国民総所得
（GNI）比も０．２８％に上昇したが、これは
イラクに対する債務救済及びインドネシア
等への債務支払猶予という特殊要因による
ものである。こうした特殊要因を差し引け
ば、ODA実績は約８５．８億ドルで対前年比
３．８％減となっている。
日本は、世界的な目標であるODAの対

GNI 比０．７％の目標達成の観点から、２００５
年に①３年間でアフリカ向けODAを倍増
すること、②５年間で（２００４年実績をベー
スとする額と比して）ODA事業量の１００
億ドル積み増しを目指すこと－を表明して
いる。これらの国際公約が着実に実行でき
るよう、今後とも積極的にODAの実績を
積み重ねていく考えである。

（ロ）重点地域への取組
２００６年に設置された海外経済協力会議と
国際協力企画立案本部は、同年中にそれぞ
れ５回開催された。海外経済協力会議では
アジア地域、中国、インド、イラク、資
源・エネルギー、貿易・投資等が、国際協
力企画立案本部ではアジア地域、イラク、
アフリカ、中央アジア・コーカサス及び
GUAM（グルジア、ウクライナ、アゼル
バイジャン、モルドバ）、貿易・投資等、
その時々の外交課題に即した議題につき議
論がなされた。これらの議論で示された基
本的な枠組みを踏まえつつ、ODAは以下
のように実施された。

（ⅰ）アジア
日本と密接な関係にあり、日本の安全と
繁栄に重要な意義を有するアジアは、
ODA大綱においても重点地域とされてい
る。日本は東アジア地域を中心に経済イン
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新たなＯＤＡの実施体制

以下を通じ日本のＯＤＡをより戦略的に活用し、実施できる仕組みを整備

１．総理大臣の下、閣僚レベルの「海外経済協力会議」を設置（2006年４月）

３．円借款、無償、技術協力の実施をＪＩＣＡにて一元化（2008年 10月より）

２．外務省の企画立案能力を強化（2006年８月） 
　　（二国間援助と国際機関を通じた援助の連携強化及び外交政策により則したＯＤＡの実施）

（ODA関係省庁との連携強化）

援助手法間のより有機的な連携

戦略部分

実施部分

政策の企画・立案部分

外務大臣
国際社会協力部

国際金融 円借款 技術協力 無償 円借款 技術協力 無償

＜現状＞
＜JBIC＞ ＜JICA＞ ＜外務省＞ ＜新JICA＞

＜改革＞

開発関係

経済協力局 国際協力局 総合外交政策局 地域局

国連行財政
関連

国際協力企画立案本部

総理大臣

官房長官 外務大臣 財務大臣 経済産業大臣

フラ基盤整備を進めるとともに、民間投資
や貿易の活性化を図るなど、ODAと投
資・貿易を連携させた経済協力を進めるこ
とにより、アジア地域のめざましい発展に
貢献してきた。２００５年実績では二国間
ODAのうち、アジア地域が占める割合は
約３８億４，１００万ドルとなり、全体の３６．６％
と最も大きな割合を占めている（対前年比
５１．０％増）。
まず日本と政治・経済・文化などあらゆ

る面で緊密な相互依存関係にあり日本の平
和と繁栄にとって重要な意義を有する東ア
ジア地域に対しては、インドネシアをはじ
め円借款の新規供与国先上位５か国のうち
３か国が同地域で占める（２００５年度実
績）（注４９）など、引き続きODAにより大きな
支援を行うニーズがある。特にASEAN
諸国に対しては、日本はASEAN域内の
格差是正や一体性の強化の観点から協力を
強化しており、２００６年には日・ASEAN統

合基金を新設し総額７５億円を拠出した（注５０）。
ASEAN後発加盟国を中心とするメコン地
域に対する協力として、１２月に、今後３年
間メコン地域をODAの重点地域とし、メ
コン地域に対するODAを拡充すること、
日・ASEAN包括的経済連携協力基金への
新規拠出５，２００万ドルを活用し、CLMV
（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベト
ナム）に約４，０００万ドルの支援を行うこと
などを内容とする日本・メコン地域パート
ナーシップ・プログラムを発表した。ま
た、カンボジア、ラオス、ベトナムにまた
がる辺境地帯「開発の三角地帯」に対して
は、教育や医療などの基礎生活分野を中心
に協力を行っている。さらに、今後エネル
ギー需要の急増が見込まれる東アジア地域
のエネルギー安全保障の向上を図りより一
層の発展を図るため、省エネやバイオマス
エネルギーの推進、石炭のクリーンな利
用、エネルギー貧困の解消（３年間で２０億

（注４９）なお、残りの２か国は南アジア地域。
（注５０）２００５年１２月の日・ASEAN首脳会議で小泉総理大臣が ASEAN共同体の形成に向け７５億円の支援を表明したのを受けたもの。
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日本・メコン地域パートナーシップ・プログラム（2006 年 12月発表）

３つの目標

３つの新たな取組

●日本とメコン地域のパートナーシップの更なる強化
●メコン地域の持続的な経済成長の実現
●メコン地域の人々の生存・生活・尊厳の確保とその豊かな可能性の実現

①地域経済の統合と連携の促進

－社会経済基盤整備と制度構築
－地域ネットワークの構築の強化
－ASEAN及び東アジア経済への統合促進

②日本とメコン地域との
貿易・投資の拡大

－法的枠組みの整備（EPA、投資協定）
－民間の声を反映した貿易投資環境整備
－産業協力の推進（OOF、経済特区制度、
　一村一品活動、天然ゴム産業振興）

③価値観の共有と
　地域共通の課題への取組

－民主主義・法の支配等
　普遍的価値観の共有　
－貧困削減、ミレニアム開発
　目標の達成、感染症、環境等
　地域共通の課題への取組

１．メコン地域に対するODAの拡充
●今後３年間、メコン地域を日本経済協力の重点地域とし、カンボジア、ラオス、ベトナムの各国及び地域全体
に対するODAを拡充する。
●また、日・ASEAN経済連携の促進のための総額 5,200 万ドルの新規拠出を活用して、CLMVに対して約
4,000万ドルの支援を行うこととし、このうち約2,000万ドルはCLVの国境貧困地帯である「開発の三角地帯」
のための支援として新たに供与する。
●今後他のASEAN諸国と協議の上メコン地域に対する共同支援事業を大幅に拡大していく。

２．カンボジア、ラオスとの投資協定
　日本とカンボジア及びラオスとの間でそれぞれ二国間投資協定の正式交渉を開始する。また、ラオスとは投資
環境整備のための官民合同対話を新たに設立する。

３．日本メコン地域閣僚会合　
　日本とメコン地域との政策対話の強化をはかるため、来年度の然るべきタイミングでメコン地域５か国の閣僚
が参加する日本メコン地域閣僚会合を日本において開催すべく今後調整していく。

３つの柱

ドルのODAの供与）を柱とするエネル
ギー協力イニシアティブを２００７年１月の第
２回東アジア首脳会議（EAS）にて表明
した。
世界最大の民主主義国であり基本的価値

を共有するインドは急速な経済成長を遂げ
る一方で、世界の貧困人口の３分の１を抱

えている。日本は経済交流拡大のための取
組から貧困問題への対策まで幅広くインド
と協力を進めている。１２月のシン首相訪日
時には、インドがODAの重点国であるこ
とを確認し、インフラ整備からエネル
ギー、環境対策まで幅広い包括的な協力を
行うことを日印両国間で確認した。
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一方、中国に対するODAについては、
中国経済の発展が進む中で、その大部分を
占める円借款の必要性が以前より相対的に
低下してきていることから、日中両国は
２００８年の北京オリンピック前までに円借款
の新規供与を「円満終了」することにつき
共通認識に達している。一方で、中国にお
ける環境問題や省エネ、感染症等、日中両
国が協力すべき分野は多く残っている。日
中両国は、２００６年後半に安倍総理大臣訪中
をはじめAPECや EAS開催にあわせ首脳
会談、外相会談を行い、酸性雨・黄砂対策
分野など省エネ・環境分野での協力を確認
した。

（ⅱ）中東
世界の主要なエネルギー供給地域であ

り、日本が原油輸入の９割以上を依存する
中東地域の平和と安定の確保は、国際社会
全体の平和と繁栄に直結する重要な課題で
ある。そしてイラクやアフガニスタンの復
興は、中東地域全体の安定化にとって極め
て重要であり、日本は国際社会と連携しつ
つ、引き続き積極的に支援を行っていく方
針である。
５月に正式な政府が発足したイラクにお

ける今後の復興プロセスにおいては、イラ
ク政府のより主体的かつ自律的な取組を国
際社会とともに支援している。日本の支援
としては、２００５年１１月に合意した債務救済
（約７６億ドルの対象債務を３段階に分けて
合計８０％削減）に加えて、１５億ドルの無償
資金協力による当面の支援がすべて実施・
決定されている。現在は、最大３５億ドルの
円借款による支援の段階へ移行しており、
２００７年１月には電力、運輸、灌漑分野の計
４件につき、円借款供与のための書簡の交
換がなされた。また資金協力とも連携を図
りつつ、研修を通じた能力構築も継続して

いく。
アフガニスタンでは、日本は、政治プロ
セス・ガバナンス、治安の維持、復興の３
つの柱を中心に支援を行っている（注５１）。政
治プロセス・ガバナンスに対する支援につ
いては、暫定政権への行政経費支援や選挙
監視支援などを行った。一方、治安の維持
に対する支援については、DDR、非合法
武装集団の解体（DIAG：Disbandment of
Illegal Armed Group）、地雷対策、警察支
援などを行っている。また復興に対する支
援として、難民・避難民の再定住支援、農
業・農村開発支援、教育支援、インフラ整
備などの支援を行っている。さらに、２００７
年１月の安倍総理大臣のNATO訪問時
に、アフガニスタンの安定に向けNATO
の地方復興チーム（PRT）が実施する基
礎生活分野での復興活動との協力を強化す
る旨表明した。

（ⅲ）アフリカ
２０００年の国連ミレニアム・サミット以
降、深刻な貧困、紛争、飢餓、感染症、累
積債務等の諸課題を抱えるアフリカに対す
る支援強化の機運は国際社会において極め
て高い。日本も１９９３年以降、TICADプロ
セスを基軸として「平和の定着」、「経済成
長を通じた貧困削減」、「人間中心の開発」
を三本柱とする積極的な支援を行ってい
る。２月には「TICAD平和の定着会議」
において、元児童兵社会復帰や紛争後のコ
ミュニティ支援など６，０００万ドル規模の支
援策を発表した。
今後も、これら支援策を着実に実施して
いくとともに、２００８年のTICADⅣを念頭
に、国際機関・他ドナーとの連携や南南協
力、特にアジア・アフリカ協力の推進を通
じて、アフリカの自律的発展に向けた協力
を強化していく。

（注５１）２００２年に川口順子外務大臣が提唱した「平和の定着」構想に基づく。
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2006年末時点でのHIV／エイズ感染者（大人及び子供）の推定数

計：3,900万人（3,410万～4,710万人）

北アメリカ
140万人

（88万～220万人）

出典：AIDS epidemic update:December 2006

カリブ
25万人

（19万～32万人）

ラテンアメリカ
170万人

（130万～250万人）

西欧
74万人

（58万～97万人）

東欧及び中央アジア
170万人

（120万～260万人）
東アジア
75万人

（46万～120万人）

南及び東南アジア
780万人

（520万～1,200万人）

サハラ以南のアフリカ
2,470万人

（2,180万～2,770万人）

北アフリカ及び中東
46万人

（27万～76万人）

オセアニア
8.1万人

（5万～17万人）

（２）人間の安全保障の推進に向けた地球規模課題への取組
（イ）人間の安全保障
紛争やテロ、貧困、感染症、環境汚染と

いった脅威に直面する人々が恐怖に慄いた
さいな

り、欠乏に苛まされることなく、平和的に
尊厳をもって暮らしていける世界を実現し
ていくことは、日本を取り巻く国際環境を
安定的なものとし、日本自身の平和と繁栄
を維持していく上での前提である。そのた
めには、前述の「人間の安全保障」の理念
に基づく取組を強化していくことが不可欠
である。日本は、これまで、「人間の安全
保障」の理念の普及等を目的として設置さ
れた人間の安全保障諮問委員会（緒方貞子
JICA理事長が議長）を支援するとともに、
国連をはじめとする多国間の枠組みや二国
間外交の場において、この理念の重要性を
訴えてきた。また、国連事務局に設置した
「人間の安全保障基金」を通じ、国連開発
計画（UNDP）がタンザニアで実施するプ
ロジェクトでは周辺諸国から流入した難民

を対象に、小型武器回収活動や基礎教育の
提供に取り組むなど、人間の安全保障の実
践に努めている。また、バングラデシュに
おいて理数科プロジェクトの一環として青
年海外協力隊が開発した算数ドリルを、ユ
ニセフ経由で普及させることで、社会的弱
者に初等教育を普及させるなど、二国間・
多国間の連携を通じた人間の安全保障の推
進も積極的に行っている。

（ロ）感染症対策
日本は、感染症を途上国の住民に対する
脅威かつ経済発展の阻害要因であるととも
に、他国に容易に広がる人類共通の脅威で
もあるととらえ、人間の安全保障の観点か
らその対策に積極的に取り組んできた。日
本は世界エイズ・結核・マラリア対策基金
の設立の契機をつくり、これまで累計約４
億８，０００万ドルを拠出してきた。２００６年以
降も、当面の間に５億ドルを拠出（同年に
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気候変動枠組条約／京都議定書を巡る国際交渉の主な動き

（＊）COPは気候変動枠組条約締約国会議。COP/MOPは京都議定書の発効後開催される同議定書の締約国会議。

2000年11月 COP６（於：オランダ・ハーグ）
京都議定書の発効を目指し、各国が議定書の詳細について合意を得るために交渉を行ったが、合意に達せ
ず、会議は中断。

2001年7月 COP６再開会合（於：ドイツ・ボン）
京都議定書の中核的要素に関する基本的合意（政治合意）が得られたが、議定書実施のための細部の作業
は残された。

2001年10月～11月 COP７（於：モロッコ・マラケシュ）
ボン合意に基づく文書を採択。京都メカニズムに関するルール策定等の京都議定書の実施にかかわるルー
ルが決定。

2004年12 月 COP10（於：アルゼンチン・ブエノスアイレス）
将来の行動に向けて「政府専門家セミナ－」の開催（５月）、適応策についての「５か年作業計画」を策
定することなどを決定。

2005年11月 COP11及びCOP/MOP1（於：カナダ・モントリオール）
京都議定書の運用ルールの完全な確立と改善、将来の行動にかかる対話プロセスの開始等に合意。

2006年11月 COP12及びCOP/MOP2（於：ケニア・ナイロビ）
将来枠組み、気候変動への適応、CDM等の議論において一定の成果あり。

1997年12月 京都議定書採択（COP3）

1994年  3月 気候変動枠組条約発効

2002年9月 WSSD（ヨハネスブルグ・サミット）

2005年2月 京都議定書発効

2005年7月 G8サミット（於：グレンイーグルズ）

2006年1月 クリーン開発と気候に関するAPP第1回閣僚会合

１億３，０００万ドル拠出済み）する予定であ
る。また、６月、２００１年エイズ特別総会の
中間レビュー会合に森元総理大臣が出席
し、世界及び日本のエイズ対策への取組に
つきスピーチを行った。
鳥及び新型インフルエンザについては、

日本は、早期対応、情報共有、啓発活動が
予防において重要と考え、１月の北京にお
ける国際会合において、１億５，５００万ドル
の支持を表明して着実に実施し、１２月の
日・フィリピン首脳会談等において新たに
６，７００万ドルの対策支援を表明した。

（ハ）持続可能な開発に向けた地球環境問
題への取組

気候変動や森林減少等の地球環境問題や
自然災害は、持続可能な開発の達成と人間
の安全保障に対する脅威である。日本は、
こうした課題に対処するための国際的な
ルールづくりと協力枠組みの構築に積極的
に取り組んでいる。
G８サンクトペテルブルク・サミットに
おいては、循環型社会の構築を目指す「３
Rイニシアティブ」（注５２）実施の推進が確認さ
れるとともに、深刻化する違法伐採問題に
つき、取組の強化と途上国支援の推進が確

（注５２）２００４年G８シーアイランド・サミットで日本が提案。廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）を通じて、資源と物資のより効率
的な使用を奨励し、循環型社会の構築を国際的に促進する。
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認された。日本はこの問題について国際熱
帯木材機関（ITTO）（注５３）やアジア森林パー
トナーシップ（AFP）（注５４）を通じた協力を
推進している。また、日本の提案で始まっ
た国連「持続可能な開発のための教育の１０
年（ESDの１０年）」については、３月に日
本の国内実施計画を策定し、アジア各国と
の意見交換を行うなどの取組を進めてい
る。さらに１２月には、日本の主導で２００８年
を「国際衛生年」とすることが国連総会で
決定され、緊急の課題である水と衛生への
取組の機運を高めた。防災については「兵
庫行動枠組」（注５５）実施促進のため、国連国際
防災戦略（ISDR）の活動支援やアジア地
域への支援を強化している。
２００６年は、京都議定書後（２０１３年以降）
の将来枠組みに関する議論が本格化した年
でもあった。日本は、米国や開発途上国を
含む主要排出国が参加する、実効性のある
枠組みの構築が重要との立場から、国際的
な対話や交渉の場において積極的な発言・
貢献を行ってきている。２００５年の G８グレ
ンイーグルズ・サミットでは「気候変動、
クリーンエネルギー及び持続可能な開発に
関する対話」を進めることが合意され、１０
月にはメキシコで第２回閣僚級対話（注５６）が
開催され、低炭素社会の実現に向けた具体

的な方策や適応の問題等につき率直な意見
交換が行われた。今後更に議論が深めら
れ、２００８年に日本で開催されるG８サミッ
トにおいてその成果が報告される予定であ
る。また、２００５年７月に発足したAPP（注５７）

でも、今後の活動の進展によりエネルギー
効率改善を通じた温室効果ガス削減への貢
献が期待される。

（ニ）人道支援
現在、約３億人の５歳未満の子供たちが
慢性的な飢餓に直面しており（注５８）、難民・
国内避難民の数は２，０００万人以上（２００６年
１月１日現在）（注５９）に達している。こうした
現状を踏まえ、日本は、国連における議論
や人道支援政策に積極的に関与しつつ、さ
らに、WFP、ユニセフ、UNHCR等人道
支援関係国際機関への拠出を行い当該国際
機関の支援活動を支えてきた。２００６年に
は、３月にWFP及びユニセフ、７月に
UNHCRとの政策協議（於：東京）の開催、
１２月にグテーレス国連難民高等弁務官を日
本に招くなど、個別政策協議等を積極的に
行い、効率的な支援の実施及び日本との連
携の強化を現場レベルに拡充させつつ顔の
見える援助を目指している。

（注５３）熱帯林保有国の環境保全と熱帯木材貿易の促進を両立させ、開発途上国の経済的発展に寄与する目的で１９８６年に設立された。
（注５４）アジアの持続可能な森林経営の促進を目的として、アジア諸国（ASEAN）、援助国・国際機関及びNGOなどが違法伐採対策、森林火災予防、荒廃地の

復旧（植林）等の活動を通じて協力していくためのパートナーシップ。
（注５５）２００５年１月、国連防災世界会議（於：神戸）において採択された防災施策の指針。
（注５６）２００５年に開催されたG８グレンイーグルズ・サミットで合意された「気候変動、クリーンエネルギー及び持続可能な開発に関する対話」。G８及び中国、インド、

ブラジル、南アフリカ、メキシコ等のエネルギー需要国を含む途上国が参加。
（注５７）「クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ（APP）」。クリーンで効率的な技術の開発・普及を通じた環境汚染、エネルギー安全保障、気候

変動問題への対処を目的として発足。参加国は、米国、オーストラリア、インド、韓国、日本、中国の６か国。
（注５８）WFP報告から。WFPは、約１万人の職員（現地職員を含む）を有し世界８２か国で支援地域の食糧事情にあった食糧支援を展開している。
（注５９）国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）及び国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）の保護や支援の対象となっている人数。UNHCRは、世界１１６

か国（２６２事務所）で活動し、その職員数は約７，０００人（８０％以上が支援現場で働いている）。また、UNRWAは、パレスチナ難民の救済を行う唯一の国際機
関である。


